
＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

マルチメディア関連機器の不備により授業に
影響のある小中学校の数

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

マルチメディア関連機器管理事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

771311
771413

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
マルチメディア関連機器を活用し
た授業を受けられる。

0

1,500

1,500

1,500

1,500

0

0

0

593

593

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

未把握 14未把握 15

年度～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

　小学校１０校　１８件　中学校３校　３件のマル
チメディア機器の修繕を行った。

事業
期間

一般会計

教育費

5

21年度

5

会計

17

修繕を行った機器の数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

12,136人

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

13

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5085

学事Ｇ

771311・771413

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画 特になし

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

（見込）
21年度 23年度

25 25

15 15

11,752

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

11,59612,028

％

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア 児童・生徒 児童・生徒数

イ

ウ

単位
23年度

91.0 91.0

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

台

教育環境の整備

単位

特になし

（実績） （見込）

校

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

数

 ③ 対 　象

イ

ウ

修繕が発生した学校数

20年度

　各小・中学校に配置してあるマルチメディア
関連機器の管理・修繕を行う。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

各小・中学校に配置してあるマルチメディア関連機器（パソコン・プリンター等の周辺機器・プロジェ
クター等）の管理・修繕を行う。（平成22年度から成果指標を見直す。）

ア 21

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

92.0 92.0

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

適切な教育環境で教育が受けら
れる。

教材備品等の充足率

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

文部科学省の第３次コンピュータ新整備計画
（H１２～Ｈ１７）に基づき整備してきたコンピュー
タ等の維持管理を行う必要があるため、計画の
実行と共に開始している。

整備を行ってから年数を経た機器が増加してきてお
り、年々修繕頻度が高くなっている。

特になし学校長からは、情報教育環境の機会均衡を図
るために計画的な整備を進めてほしいという声
がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

1,500 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

1,500 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

593 1,500

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 593

国

県

地 方 債

1,5001,500 1,500

1,5001,500 1,500

国

県

593

そ の 他

一 般 財 源 593 1,500

補助率

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

1,5001,500 1,500593 593 1,500

593 593 1,500 1,500 1,500 1,500

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771311 771413 マルチメディア関連機器管理事業

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

1,500593 593 1,500 1,500 1,500

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

市立小・中学校に等しく学校教育の環境を整備するものであり、
公平・公正である。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

マルチメディア関連機器を常に良好な状態に保ち、授業での積極的活用を呼びか
ける必要がある。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

関連機器を常に万全の状態に保ち、いつでも授業に活用でき
るようにすることで、より成果を向上させることができる。

これらの機器については、一定の水準を維持し続ける必要があ
るので休止・廃止はできない。

事業費を削減することは修繕の先送りにつながり、成果向上を
図れないので削減余地はない。

本事業は外部委託、発注が基本であり、削減余地はない。

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771311 771413

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

マルチメディア関連機器管理事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
公立小・中学校の均衡のとれた教育環境の整備は学校教育法
施行規則等の定めるところであり，管理事業は整備事業と併せ
て実施する必要がある。

児童、生徒を対象とし、マルチメディア関連機器を活用した授業
を受けることを意図としており適切である。

「教育環境の整備」として計画的に整備を行っている機器を十
分に活用するための事業であり整合性はとれている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
年次計画に沿ってリース契約の更新を適切に行い、突発的な修繕費の発生を抑える。　年次計画に沿ってリース契約の更新を行う。突発的な修繕

についてはすばやく対応し、授業に支障が出ないようにす
る。
　適切な管理・修繕を行うことにより適切な教育環境で教育を
受けることが期待できる。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

校内研修会を実施した小中学校数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

市教育講演会に参加した職員の割合

100

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教職員研修事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

771315
771419

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
教育公務員としての自覚と使命感を高めても
らう

0

908

908

910

910

0

0

0

314

314

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

27

100 100

3527 30

100

年度～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

ジオパークをテーマにした鹿児島大学の井村
準教授を招聘した市教育講演会や各学校ごと
に講師を招聘した研修会等を実施した。

事業
期間

一般会計

教育費

208

21年度

1

会計

18

講師招聘による市教育講演会の実施回数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

843人

1

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

205

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5082

指導事務Ｇ

771315 771419

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

（見込）
21年度 23年度

1 1

220 220

850

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

850854

％

イ

％

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア
霧島市立幼稚園，小学校，中学
校，国分中央高等学校職員

職員の人数

イ
教育公務員としての自覚と使命感を高めても
らう

ウ

単位
23年度

78 74

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

回

学力の向上と個性を育む教育の推進

単位

教育公務員特例法

（実績） （見込）

％

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

回

 ③ 対 　象

イ

ウ

講師招聘による校内研修会の実施回数

20年度

８月の夏季休業中に人権同和教育をテーマと
した市教育講演会を開催する予定である。
各学校では，計画的に講師を招聘した校内研
修会等を行う予定である。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

教育の動向や当面する教育課題等を踏まえ，講師を招聘しての教育講演会等を毎年８月に開催
し，市教職員の資質向上を図る。

ア 1

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

72 73

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

教職員の指導力が身につく。
授業が楽しい、分かりやすいと回答した児
童・生徒の割合

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

合併を機に，平成１８年度から市内の教職員を
対象にした教育講演会を実施している。

教育公務員としての自覚と使命感を持ち，指導力の
ある教師の育成がますます求められている。

教職員の資質向上を図り，児童生徒にとってより良い
教育環境を整える必要がある。

教職員から、教育分野に限らず，企業等をはじ
め幅広い分野からの講師による講演を聴き，視
野を広げたいという声がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

908 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

908 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

314 910

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 314

国

県

地 方 債

910910 910

910910 910

国

県

314

そ の 他

一 般 財 源 314 910

補助率

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

910910 910314 314 910

178178 178161 161 178

38 38 37 37 37 37

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771315 771419 教職員研修事業

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

86 86 612 612 612 612

29 29 83 83 83 83

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

資質向上はすべての教職員に必要であり，研修の機会に不公
平があってはならない。したがって，すべての教職員に研修の
機会は公平・公正に与えられている。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

講師の人選を含め、研修内容を見直し，よりたくさんの教職員の参加を求めていき
たい。長期的な研修計画を立てて，年次的に取り組みたい。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

教職員の研修参加率を高めることで、本事業の成果を向上させ
ることができる。

教職員の研修の機会が個人研修や校内研修，県費の配分旅
費による校外研修に限られ，研修の機会が制限される。

事業費削減のため指導主事が対応できる研修は指導主事を講
師として派遣しており，削減余地はない。

事業削減のため指導主事が対応できる研修は指導主事を講師
として派遣しており，削減余地はない。

ＰＴＡ主催等による講演会などによる研修等が考え
られるが，教職員の専門性に関する研修ができな
い。

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771315 771419

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

教職員研修事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 児童生徒一人一人の個性を重視し，確かな学力を備え，正義
感・倫理観や思いやりの心など，豊かな人間性とたくましい気
力・体力をもつ児童生徒を育成するために教職員の資質向上
は不可欠である。

児童生徒を直接指導する教職員を対象とすることは適切であ
る。

本市の政策及び本市教育行政の重点施策「学校教育の充実」
の土台となる事業であり，政策体系の柱を支える事業である。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
市の教育行政の課題に即した市教育講演会の講演テーマの設定を行い，課題解決の
一助とする。各学校の校内研修計画を把握し，教職員の資質向上を図る講師派遣及び
校内研修の充実を行う。

８月の夏季休業中の市教育講演会や各学校ごとの講師を招
聘した校内研修会等を行い，教職員の資質向上及び当面す
る教育課題の解決を図る。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

音楽に関心のある児童、生徒の割合

20年度
単位

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 　指導事務Ｇ

　学校教育課

　教育部担 当 部
小・中学校音楽のつどい開催事業

事 務 事 業 評 価 表評価対象年度  平成 21年度

771317
771421

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

0

 その他

0

2,160

0

0

2,013

2,013

0

2,160

2,160

2,160

（２）事業費

予
算
額

23年度

66

72 69

21年度
（見込）

22年度

68

決
算
額

 予算合計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

 一般財源

 国庫補助金

76未把握 75

施策名

基本事業名

一般会計

イ

ア
一流の音楽に触れることができる。みやまコン
セールに対する理解や関心が高まる。

 ⑤ 意　 図

未把握

2,671人

％

関連計画

 ③ 対 　象

1

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

学力の向上と個性を育む教育の推進

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

20年度
単位

％

特になし

％

（実績）（実績）

76

23年度

75

22年度

　市内の小・中学校の児童・生徒を対象とした音楽発表会を霧島国際音楽ホール「みやまコンセー
ル」で実施する。各校の学級・学年単位，小規模においては全校で合唱・合奏・吹奏楽等，平素の
音楽学習の成果を発表し，互いに鑑賞し合う。また，各開催日の午前・午後の終了時に，専門家に
よる演奏や歌唱を実施し，参加した全ての児童・生徒に専門の音楽ホールで優れた音楽にふれさ
せる。（平成２２年度評価から成果指標を見直した。）
音楽のつどいに向けて，各学校研修に参加したり，指導者を招いたりしている。
夏季休業中に事前研修を行う。

市内小・中学校の児童・生徒を対象とした音楽
発表会を１１月７日，１１日，１２日に霧島国際
音楽ホール「みやまコンセール」で実施

 ① 手　段　（事務事業の概要）

143090・146090

単位
（実績）
21年度

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実  42-1111

5083

事業
期間

（見込）

76

76

（見込）

予
算
科
目

小学校費・中学校費 ）

年度～）

目

会計

20

教育振興費

（見込）
22年度21年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

2,5001,976 2,500

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

％

ア 児童、生徒 児童、生徒数

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

（見込）（実績）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

音楽に関する興味・関心

ア 音楽会に出演しての成就感

単位

23年度
（見込）

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

20年度

市内小・中学校の児童・生徒を対象とした音楽
発表会を１１月１６日，１７日，１８日に霧島国際
音楽ホール「みやまコンセール」で実施

7675

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（誰、何を
 対象にしているのか）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

21年度 22年度 ①

 ④ 対象指標

単位：千円

77 78

67 68

（決算） （予算）

基礎・基本が身に付く

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

（実績）

基礎･基本が身についた児童生徒の割合(＝
市立中学校１年生の割合）

％

基礎･基本が身についた児童生徒の割合(＝
市立小学校５年生の割合）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

これまでに一堂に会して発表し，他の地区との
交流や親睦を深める場がなかった。一流の専
門家の演奏を聞く機会が少なかった。市内にあ
るにもかかわらず，すばらしい環境の整ったみ
やまコンセールを利用する機会が少なかったた
め平成２０年度から開催した。

音楽のつどいに向けて，各学校研修に参加したり，指
導者を招いたりしている。
夏季休業中に事前研修を行う。

霧島国際音楽祭が開催され，音楽文化の高い都市
作りに大変有効な事業であるため継続してもらいた
い。

児童・生徒の発表に対する賞賛とともにホール
のすばらしさについての反響が多かった。
継続開催を望む意見が数多くあった。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④

基本シート
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予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

2,160 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

2,160 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

財
源
内
訳

計 2,013

国

県

地 方 債

補助率

2,013 2,160

国

県

2,013 2,160

2,1602,160

参加費等の事業実施のための収入説明

2,013 2,160 2,160

2,1602,160

そ の 他

一 般 財 源

辺 地 債

過 疎 債

合併特例債

2,1602,160 2,1602,013 2,013 2,160

1,544 1,544 1,640 1,640 1,640 1,640

2020 201 1 20

235235 235221 221 235

222 222 255 255 255 255

55 55

5050 5037 37 50

事　務
事業名

771317 771421 小・中学校音楽のつどい開催事業

10 交 際 費

9 旅 費

1

2

単位：千円

報 酬

給 料

報 償 費

事務事業
コード

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8

7

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課

広 告 料

手 数 料

印刷製本費

光 熱 水 費

修 繕 料

通信運搬費

賃 金

12 役 務 費

11

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計

210 210 200 200

10 10 10 10

55

200 200

37 37 55 55 55

　　

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐ 現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

D
公
平
性
評
価

H20年度から合同で実施したことで，音楽のつどいが定着してきた。また，音楽担当
者の資質も向上してきており，各校創意工夫された内容が多く発表されるようになっ
た。運営面については，平成２１年度音楽部会の組織も出来，さらに改善が図られ
てきている。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

市内全部の小・中学校の児童生徒を対象としているので，公
平・構成である。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

成果の向上余地

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

H20年度から合同で行ったことで，他の地区とも交流しようとする
機運が高まってきている。出演校の創意工夫により，さらなる向
上が期待できる。また，１校１音自慢運動と連動して、音楽好き
の児童、生徒を育成することが可能である。

事業の廃止は結果的に、児童、生徒が一流の音楽にふれる機
会を奪ってしまい、環境の良いみやまコンセールに対する理解
や関心がなくなるので、大きな影響がある。

事業費の中味は、主に児童・生徒・教職員のホールまでの往復
交通費であるため、それを削減することはできない。（現在でも
複数業者から見積を徴収するなど、コストダウンの努力をしてい
る。）

各学校の音楽担当者を集めての事前打合せなど、職員が直接
携わることが必須であり、削減余地はない。

削減余地がある

影響がない

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

771317 771421

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

小・中学校音楽のつどい開催事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

　教育部
　学校教育課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
文化があふれる都市の基本理念にのっとって実施しており妥当
である。

児童生徒に一流のホールで舞台に立つ貴重な機会を与えてお
り対象，意図とも妥当である。

「世界にひらく，人と自然・歴史・文化があふれる都市」に対し，
文化あふれる活動として結ぶついている。また，世界にひらく意
味でも世界の音楽家が集うみやまコンセールでの演奏を行う。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

事　務
事業名

事務事業
コード

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
事業終了後の反省や課題を次年度に向けて改善，解決をすることで，より一層充実した
音楽祭を開催することができる。

各学校の創意工夫や運営面での改善を図りながら，これまで
と同様な事業を行うことで，事業の目的を達成することができ
る。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

9595

年度～）

23年度22年度

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

事 務 事 業 評 価 表

小学校英語教育推進事業
学校教育課

担 当 部

4 育み磨きあうまちづくり

1

（２）事業費

％個に応じた指導が受けられる。

関連計画

10

項

根拠法令・
条例等

施策名

基本事業名

コード

款

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

目

予
算
額

ア

0 国庫補助金

決
算
額

イ

 当初予算額

（決算）

 ⑦ 結 　果

評価対象年度  平成 21年度

771321
事　務
事業名

3,930

3,930

0

政策名

事務事業
コード

 予算合計

 一般財源

 支出合計

0 その他

 地方債

672

143090

94

（実績）

8,053

20年度

8,126

21年度

単年度のみ

外国語指導助手と外国語活動等支援員の全３
４小学校への派遣

主
な
活
動

）

会計

18

外国語指導助手の全小学校への派遣

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

2

（見込）

教育振興費

1

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

一般会計

小学校費2

事業
期間

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5083

指導事務Ｇ

学力の向上と個性を育む教育の推進

（見込）

7,7547,821

（見込）（実績）

小学生の英語及び外国の文化に
対する興味・関心を高める。

単位

21年度 22年度

20年度

単位

％ 94

ア

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標

授業が楽しい，おもしろいと回答した児童の
割合

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

（対象を
　    　どうしたいのか）

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

ア 霧島市内３５小学校の小学生 小学生の人数

イ

ウ

イ

ウ

英語及び外国の文化に興味・関心のある小
学生の割合

23年度

78 74

21年度
（見込）

22年度
（実績） （実績） （見込）

（実績） （見込）
21年度 23年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

22年度
（見込）

予
算
科
目

20年度

イ

ウ

外国語活動等支援員の全小学校への派遣

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

20年度
（実績）

 ③ 対 　象 単位

人

669

回数

外国語指導助手と外国語活動等支援員の全３
５小学校への派遣

小学校において，外国語指導助手（ＡＬＴ）５名と外国語活動等支援員３名を小学校３４校へ計画的
に派遣し，初歩的な英語を聞いたり話したりする活動をとおして，英語に親しみ，外国の生活や文
化に対する興味・関心を高めるとともに，音声によるコミュニケーションを図ろうとする態度を育成し，
コミュニケーション能力の素地を培う。
　外国語指導助手は，総務省，外務省及び文部科学省の協力の下実施している「語学指導等を行
う海外青年招致事業（ＪＥＴプログラム）」により，主として中・高等学校における日本人教師の英語授
業の補助，小学校における外国語活動や国際理解活動等の補助，教材の作成，英語教員等に対
する現職研修の補助，地域における国際交流活動等に従事している。
　外国語活動等支援員は，市の小学校英語教育推進事業により，小学校における外国語活動及び
国際理解活動の指導，学習教材の作成等を行う。

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

回数

単位

220 225

675 680

（見込）

23年度

ア 216

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

212

72 73

4,155

3,059

単位：千円

21年度

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

 補正予算額

 県支出金

3,059 旧国分市における県指定の「英語大好き『かご
しまっ子』事業」をきっかけに，平成１８年度から
霧島市が「小学校英語教育推進事業」として開
始した。

特になし。観光都市霧島市として，英語等の外国語の低
学年からの会話教室の開設。

この事務事業に対する議会から出された
意見

平成２０年３月に告示された新学習指導要領におい
て，小学校に「外国語活動」が必修として導入されるこ
となり，現在はその移行期に入っている。平成２３年度
から完全実施となる。

④

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

0

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？（予算）

22年度 ①

0

4,155

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

4,155 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

4,155 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第７回

第８回

そ の 他

一 般 財 源

3,930 3,059

国

県

地 方 債

3,059 3,059

3,059

3,059

3,059 3,059

3,930 3,059

補助率

財
源
内
訳

計 3,930

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

国

県

3,930

参加費等の事業実施のための収入説明

3,930 3,930 3,059 3,0593,059 3,059

教育部

担 当 課 学校教育課
小学校英語教育推進事業

担 当 部

旅 費

11 需 用 費

10

771321

広 告 料

事　務
事業名

食 料 費

報 償 費

印刷製本費

手 数 料

保 険 料

事務事業
コード

通信運搬費

12 役 務 費

8

燃 料 費

修 繕 料

1 報 酬

2 給 料

光 熱 水 費

消 耗 品 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

7 賃 金

交 際 費

9

13 委 託 料

14

19 負担金補助・交付金

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

使用料及び賃借料

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

計

28 繰 出 金

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計補助

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計 単独

2,8173,570 2,817 2,817

242 242

2,817

360 360 242 242

3,570

　　

　　

　　

第６回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

向上余地がある

影響がない

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

削減余地がある

学校の規模，学級数に応じて，担当教師による派遣計画作成
会議を経て各学校に，公平・公正に講師を派遣している。

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

廃止　　　 　　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

市内の全小学校へ小学校外国語活動等支援員３名とＡＬＴ５名を計画的に派遣す
ることができ，小学校における英語教育の推進を図ることができた。平成２２年度小
学校英語活動のスタートに伴い，今後は更に小学校教師の指導力向上の推進を図
る必要がある。

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

☐

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

成果の向上余地

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

担 当 部
担 当 課

☐

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

小学校教師がＡＬＴ及び小学校外国語活動等支援員のよさを
いかに引き出し，うまく活用して，英語のコミュニケーション能力
の素地を児童一人一人につけていくかが課題である。小学校教
師の指導力向上を図ることによって、英語好きな子どもの割合を
高めることが可能である。

新学習指導要領実施に向けて現在，既に７６．５％の学校が外
国語活動に年間３５時間取り組んでいる。本事業が廃止された
場合には大きな支障が生じることが予想される。

ＡＬＴ及び小学校外国語活動等支援員の数を削減することによ
り，各小学校への適正な講師の派遣ができなくなることが予想さ
れる。

現在もＡＬＴ及び小学校外国語活動等支援員の派遣で対応し
ており、削減余地はない。

事　務
事業名

事務事業
コード

771321

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

小学校英語教育推進事業

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 今年度は，外国語活動を上限の３５時間で実施している小学校
は３４校中２８校である。平成２３年度には全小学校が３５時間を
完全実施する。現状及び将来的展望から本事業は必要であ
る。

霧島市内の小学生全員を対象として、英語好きの子どもを育て
ることを意図しており適切である。

新学習指導要領により，小学校外国語活動が導入され，ますま
す小学校における英語教育の充実を図る必要性が大きくなって
いきている現状から本事業の果たす役割は大きいと考える。☐見直す必要がある　

（他に手段がある場合の事務事業名等）

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
小学校教師の指導力の向上を図るための研修の充実等が必要である。そのために，派
遣計画作成会議の充実や各学校における研修を充実させる。
具体的には，年２回の市教育委員会主催の指導力向上研修会の実施，各学校におけ
る校内研修会への指導主事の派遣による指導助言，県や大学等が主催する研修会へ
の参加の奨励等をとおして，小学校教師の指導力向上を図る。

引き続き市内の全小学校へ小学校外国語活動等支援員３名
とＡＬＴ５名を計画的に派遣し，小学校における英語教育の推
進を図る。事業を効果的に推進するためには，小学校教師の
指導力向上が肝要であるので，指導力向上の研修を充実さ
せる。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

受益機会・費用負担の適正化余地

事業費の削減余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

B
 
有
効
性
評
価

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

D
公
平
性
評
価

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

対象・意図の妥当性

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

0

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？（予算）

22年度 ①

0

7,970

平成１３年度総合的な学習の時間が新設され
たことに関連し，児童生徒の体験的な活動や
体験をとおした学習経験が重視されるように
なったため，児童生徒の体験的な学習の確保
を目指して開始された。

特になし。体験的な活動の重視，保護者の経済的負担軽
減等の観点から，より一層の事業充実や事業
の拡大が期待されている。

この事務事業に対する議会から出された
意見

学習指導要領の改訂（現在移行措置期間）により「生
きる力」の理念が継続され，さらに大きく変化する社会
に対応する力を身に付ける必要性が重視されてい
る。総合的な学習の時間も新学習指導要領の中で項
立てされ，体験的な活動をとおした本事業に係る期
待が高まっている。

④

単位：千円

21年度

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

 補正予算額

 県支出金

5,601

72 73

7,970

5,601

ア 48

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

（見込）

23年度

校

前年度と同様

　学習指導要領の理念である「生きる力」の育成に基づき，児童生徒の体験的な活動を重視した教
育の推進を図るために，体験的な活動を具体的に展開する機会や場，条件を保障し，児童生徒
が，自ら課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決する資質や能力
の育成を図る。
　体験的な活動を中心とする教科や学校行事等の実施に当たり，教育の機会均等と保護者の経済
的な負担軽減を図り，教科や学校行事等のねらいの達成に寄与する。（平成２２年度から成果指標
を見直した。）
　総合的な学習の時間の授業時数（年間）は，小学校３年生が９５時間，４年生が１００時間，５・６年
生が７５～１１０時間（学校によって異なる），中学校１年生が５０～６５時間（学校によって異なる）２・
３年生が７０～１０５時間（学校によって異なる）である。

 ② 活動指標 （事務事業の活動量） 単位

49 49

20年度
（実績）

 ③ 対 　象 単位

人

イ

ウ

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（実績） （見込）
21年度 23年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

22年度
（見込）

予
算
科
目

20年度

23年度

78 74

21年度
（見込）

22年度
（実績） （実績） （見込）

ア 児童、生徒 児童、生徒数

イ

ウ

イ

ウ

問題解決能力の向上した児童、生徒の割合
（教師の評価による）

ア

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標

授業が楽しい、分かりやすいと回答した児
童・生徒の割合

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

（対象を
　    　どうしたいのか）

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

単位

21年度 22年度

20年度

単位

％ 未把握問題解決能力の向上を図る

（実績） （見込）

11,37411,752

（見込）

学校教育の充実 42-1111

5083

指導事務Ｇ

学力の向上と個性を育む教育の推進1

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

一般会計

小学校費　中学校費2・3

事業
期間

内 線 番 号

会計

13

事業を活用した学校数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

2

（見込）

教育振興費

21年度

単年度のみ

総合的な学習の時間の実施に伴う体験的活
動
学校行事（集団宿泊学習や一日遠足等）
教科（社会科・生活科）に係る体験的活動主

な
活
動

）

48

143090   146090

未把握

（実績）

12,028

20年度

12,136

 予算合計

 一般財源

 支出合計

0 その他

 地方債

評価対象年度  平成 21年度

771324
771425

事　務
事業名

6,233

6,233

0

政策名

事務事業
コード

予
算
額

ア

0 国庫補助金

決
算
額

イ

 当初予算額

（決算）

 ⑦ 結 　果

施策名

基本事業名

コード

款

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

目

1

（２）事業費

％個に応じた指導が受けられる

関連計画

10

項

根拠法令・
条例等

総合的な学習実施事業
学校教育課

担 当 部

4 育み磨きあうまちづくり

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

105

年度～）

23年度22年度

基本シート



　　

3 3 84 8484 84

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計 単独 合計補助単独 補助

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

計

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

13 委 託 料

14

19 負担金補助・交付金

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

使用料及び賃借料

光 熱 水 費

消 耗 品 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

7 賃 金

交 際 費

9

1 報 酬

2 給 料

手 数 料

保 険 料

事務事業
コード

通信運搬費

12 役 務 費

8

燃 料 費

修 繕 料

771324 771425

広 告 料

事　務
事業名

食 料 費

報 償 費

印刷製本費

旅 費

11 需 用 費

10

教育部

担 当 課 学校教育課
総合的な学習実施事業

担 当 部

5,484 5,4845,4846,230 6,230 5,484

33 3333 33

5,6015,601 5,6016,233 6,233 5,601

国

県

6,233

参加費等の事業実施のための収入説明

辺 地 債

補助率

財
源
内
訳

計 6,233

過 疎 債

合併特例債

6,233 5,601

5,601 5,601 5,601

5,6015,601 5,601

国

県

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

6,233 5,601

　　

　　

第６回

第７回

第８回

平
成

7,970 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

7,970 千円

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

受益機会・費用負担の適正化余地

事業費の削減余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

B
 
有
効
性
評
価

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

D
公
平
性
評
価

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

対象・意図の妥当性

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
各学校には，より効果的で効率的な活用を求めて，教育課程の編成等に工夫を促す。
特に，学習指導要領の改訂により，小学校は平成２３年度から，中学校は平成２４年度か
ら「総合的な学習の時間」の時数が削減されるので，指導計画の見直し等が必要であ
る。具体的には，「総合的な学習の時間」の趣旨に基づき，当該学年と他学年との活動
内容のリンクや，各教科・道徳・特別活動等との関連等に考慮した教育課程の編成等に
ついて指導・助言を行う。

総合的な学習の時間における体験的な学習活動として活用
する。引き続き取り組むことによって、児童、生徒の問題解決
能力向上を目指していく。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 公教育の原則である教育の機会均等や保護者の教育費の負
担軽減は，本市教育施策の根本であり，すべての児童生徒を
対象に学習指導要領に明記された目的の達成を目指すために
公共関与は極めて妥当である。

事業の対象は児童生徒であるが，事業の活用・運用は学校で
あり，学校の定める目標の達成状況を教師が把握することにより
事業の成果を評価することは妥当である。

体験活動等を通じて、個性を育む教育を実施しているので、基
本事業の意図である、個に応じた指導へ結びついている。

☐見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

771324 771425

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

総合的な学習実施事業

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

☐

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

本事業の実施は各学校の教育活動の外枠を保証するものであ
るが，本事業が継続的に実施されることにより，教育活動そのも
のの質や，児童生徒に身に付けさせる諸能力の質的な向上が
期待され，更なる成果の向上が期待できる。

本事業が廃止された場合，学校規模で行われる体験的な活動
が中心となる学校行事等の実施が困難にになるため，児童生
徒の社会性の向上や「生きる力」の育成に支障をきたす。また
保護者の経済的負担が大きくなる恐れもある。

現在事業をより効果的に活用するために教育活動を厳選してい
る状況であり，これ以上の事業費の削減は事業の成果に大きく
影響する。

本業務に係る職員の実務は，支払い業務等の一部に限られ，
特別な人件費等は発生していない。

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

成果の向上余地

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

廃止　　　 　　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

学習指導要領の改訂により，小学校は平成２３年度から，中学校は平成２４年度か
ら「総合的な学習の時間」の時数が削減されるので，各学校において指導計画の見
直し等について検討を促していく必要がある。

効率性改善（コスト削減）　

向上余地がある

影響がない

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

削減余地がある

事業は本市全小・中学校の児童生徒を対象に，学校規模や児
童生徒数，地理的要件，社会的要件等を考慮し均等に実施す
るものである。したがって受益機会は公平である。

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

休止　　　 　　

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

議会等でも,郷土に関する学習の必要性が指摘され
るなど,身近な地域に関する学習はますます求められ
ている。

教職員からも，郷土に関する学習を一層推進
するため，副読本の作成が求められている。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

小学校3・4年生の社会科において，身近な地
域について学習する際，霧島市や鹿児島県の
自然や人々の生活について，具体的に学び,
調べて発表するための教材が必要となったた
め,平成18年度に編集委員会を立ち上げ作成
を開始した

小中学校で採用している教科書は4年間使用すること
になっており,副読本も作成後4年間は同じ内容に
なっているため,開始時期との変化はない

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

基礎・基本が身に付く
基礎・基本が身についた児童・生徒の割合
（=市立小学校5年生の割合）

77 78

副読本作成員会を開催し，新学習指導要領に
準拠した内容に改訂し，小学校3年生分1400
部×4年分を印刷・配付し活用を図る。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

小学校3・4年生社会科は,地域の社会的な事象を具体的に学習するため,地域の特色や良さをわか
りやすく取り上げた副読本は,授業成立の大きな要因となる。本事業は,市内の全児童の社会科学
習充実に不可欠な事業である。副読本は,3年次に全児童に配付し,4年生までの2年間にわたり使
用する。

ア 435

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

 ③ 対 　象

イ

ウ

20年度

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

（見込）

冊

学力の向上と個性を育む教育の推進

単位
（実績） （見込）

％

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位
23年度

72 69

21年度
（見込）

22年度20年度

ア 霧島市内3・4年生の全児童 霧島市内3・4年生の全児童数

イ

ウ

％

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

23年度
（見込）

1,2061,298

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

1,320

（見込）
22年度

（見込）
21年度 23年度

6,500 0

143090

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5082

指導事務G

）

1,337人

1

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

（実績）
21年度

1,400

会計

18

副読本の作成冊数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

年度～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

全小学校3・4年生の社会科の副読本として活
用している。

事業
期間

一般会計

教育費

70 7570 75

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

0

0

0

0

247

247

0

249

249

1,648

1,648

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
霧島市や鹿児島県の自然や歴
史・産業，人々の暮らしを理解す
る

評価対象年度  平成 21年度

771329
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2

教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

副読本等印刷事務

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

理解度の向上した児童の割合（教師の評価
による）

基本シート



参加費等の事業実施のための収入説明

　　

247 247 1,549 1,549 247 247

55 55

4444

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計合計 単独 補助単独 補助

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

通信運搬費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771329 副読本等印刷事務

247 247 1,549 1,549 247 247

247 247 1,648 2471,648 247

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

国

県

247

そ の 他

一 般 財 源 247 1,648

補助率

2472471,648

2471,648 247

財
源
内
訳

計 247

国

県

地 方 債

247 1,648

　　

　　

第６回

第７回

第８回

平
成

249 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

249 千円

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
新副読本は最新の写真や図，記述内容，レイアウト等を更新することで，児童が興味関
心をもって学習ができるように工夫する。また，社会科だけでなく，他の教科や総合的な
学習の時間等において積極的に活用する。

副読本の改訂は，教科書改訂時の4年に一回である。平成23
年度からの教科書改訂に伴い，教科書に準拠した副読本を
作成することで，児童が霧島市の自然や歴史，産業等につい
て深く学び，郷土を誇りに思い，郷土を愛する児童の育成に
つながる。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

義務教育の副教材であるため、市が行うことが妥当である。

市内の3・4年生全児童を対象として、郷土の自然や歴史・文化・
産業や人々のくらしを学習することを目指しており適切である。

３、４年生の時期に郷土の自然や歴史・文化・産業及び人々の
くらしを学ぶことで、社会科の基礎が身に付くので、基礎、基本
の定着に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771329

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

副読本等印刷事務

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

対象児童が毎年かわるが、本事業を繰り返し実施することで理
解度を高めていくことが可能である。

小学校社会科において，霧島市や鹿児島県の身近な自然やく
らしについて具体的に学ぶ機会を失うことにつながり，社会科学
習の成立そのものが危ぶまれる。

編集委員の数，会合の数やページ数等，必要最低限度であ
る。また，印刷費を軽減するため，印刷費は4年間分をまとめて
契約し，コスト削減を図っており，これ以上の削減はできない。

教科書改訂にあわせ，編集作業は4年に1回実施している。作
成委員は市内小学校の教員で構成しているため，稿料・執筆料
は発生せず，会合の数や人員も必要最小限である。

削減余地がある

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

市内全児童が対象であり，一部への偏りはない。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

副読本の活用方法について、ホームページの活用や資料ＤＶＤの作成，学校間の
情報交換の場を設けるなど、活用の充実を図るために市全体としての取組を模索し
ていく必要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

　特別支援教育支援員については議会において
度々質問が出され，配置人数の増員ができないかと
指摘を受けている。

　就学に困難を抱える保護者も学習，生活面等
で特別支援教育支援員が熱心に支援を行うこ
とで，対応に満足しているという意見も寄せられ
る一方，特別支援教育支援員の不足を指摘す
る声もあり，増員の要望も多数寄せられている。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

　特別支援教育支援員は，LD，ADHD，高機
能自閉症など特別な支援を必要とする幼児・児
童・生徒のために，平成１８年度の霧島市の予
算で小学校に１名を配置した。特別支援教育
が平成１９年度に完全実施となり，１月から中学
校に４名を配置することとなった。

　平成１９年４月から特別支援教育が本格的に実施さ
れ，国も特別支援教育支援員の配置のための予算措
置を行っている。今までの対象児童生徒に加えて，
LD，ADHDなどの発達障害のある幼児・児童・生徒に
ついての支援も行う必要があり，教員もより専門的な
知識が必要となってきている。

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

あいさつをはじめとする基本的生
活習慣が身につく

学校が楽しいと回答した児童・生徒数 72 73

特別支援教育支援員を幼稚園に２名，小学
校に１０名，中学校に５名配置し，幼稚園，小・
中学校で発達障害がありコミュニケーションが
うまく図れなかったり，肢体不自由があり歩行
等がうまくできなかったりする幼児・児童・生徒
の支援を行う。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

　特別支援教育支援員は，LD（学習障害），ADHD（注意欠陥多動性障害），高機能自閉症などの
特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒が在籍する学級や正常な学級運営が困難な学級（落ち
着きがない，言動が荒い，過剰に一対一のかかわりを求めたがる，授業中に立ち歩く，教室から飛
び出すなどの言動を行う幼児・児童・生徒が在籍する学級）に，学級の運営を円滑に行うために配
置する。配置のために，各幼稚園，小・中学校で特別な支援が必要な幼児・児童・生徒の実態を年
２回行い，さらに学校訪問等で詳細な実態把握を行う。その後，関係部局との連携を図りながら，適
正な配置を行っている。（平成２１年度から成果指標を見直す。）
　特別支援教育支援員が配置されている幼稚園，小・中学校は，２１校（幼：２園，小：１４校，中：５
校）で，発達障害がありコミュニケーションがうまく図れなかったり，肢体不自由があり歩行等がうまく
できなかったりする幼児・児童・生徒の支援を行った。そのうち小学校は，８校が２校ずつの兼務状
態にある。

ア 未実施

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

人

 ③ 対 　象

4,010

8,126
特別支援教育支援員を必要とす
る市立小学校の児童

イ

ウ

特別支援教育支援員の人数（小学校）

82

20年度

単位

人

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

特別支援教育支援員を必要とする市立小学
校の児童数

人

単位

（見込）

人

心の教育の推進

単位

学校教育法

（実績） （見込）

％

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位
23年度

78 74

21年度
（見込）

22年度20年度

ア
特別支援教育支援員を必要とす
る市立幼稚園の園児

特別支援教育支援員を必要とする市立幼稚
園の園児数

適切な支援を受けられた生徒数

イ 適切な支援が受けられる。

ウ

％

イ

特別支援教育支援員を必要とする市立中学
校の生徒数

％

％

ア

ウ
特別支援教育支援員を必要とす
る市立中学校の生徒

 ⑦ 結 　果

適切な支援が受けられる。

3,842

23年度
（見込）

8,053 7,821

200

7,754

3,975 3,931

191

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

200

（見込）

84 87

22年度

91

（見込）
21年度 23年度

16 18

340 365

771328・771428

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5087

指導事務Ｇ

）

180人

2

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

318

（実績）

298

21年度

未実施

会計

18

特別支援教育支援員の人数（幼稚園）

（誰、何を
 対象にしているのか）

人

（実績）

特別支援教育支援員の人数（中学校）

年度～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

　特別支援教育支援員を小学校に９名，中学
校に４名配置し，小・中学校で発達障害があり
コミュニケーションがうまく図れなかったり，肢体
不自由があり歩行等がうまくできなかったりする
児童・生徒の支援を行った。

事業
期間

一般会計

教育費

85 90未把握 未把握

未実施

未把握 90

85未実施 80

未把握

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

0

0

0

0

17,303

17,303

0

18,200

18,200

0

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア 適切な支援が受けられる。

評価対象年度  平成 21年度

771328
771428

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

特別支援教育推進事業

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

適切な支援を受けられた児童数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

適切な支援を受けられた園児数

95

基本シート



参加費等の事業実施のための収入説明

　　

21,00021,000 21,00017,303 17,303 21,000

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計合計 単独 補助単独 補助

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

通信運搬費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771328･771428 特別支援教育推進事業

17,303 17,303 21,000 21,00021,000 21,000

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

国

県

17,303

そ の 他

一 般 財 源 17,303 21,000

補助率

21,00021,00021,000

21,00021,000 21,000

財
源
内
訳

計 17,303

国

県

地 方 債

17,303 21,000

　　

　　

第６回

第７回

第８回

平
成

18,200 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

18,200 千円

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
☐公平・公正である

■見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
　特別支援教育支援員が配置されている学校においては，支援員の資質向上のために
研修会の実施や管理職研修会等での支援員の効果的運用方法の指導を行い，有効性
を向上させていく。あわせて支援員の配置が必要ない学校においては，他校への配置
換えを積極的に推進していく。
　また，新たに配置が必要となる学校については，担当者が定期的に学校訪問を行うな
どして実態把握に努め，支援員の配置が必要であるかどうかを精査し，幼児・児童・生徒
の実態や保護者の要望に対応していく。

　特別支援教育支援員との連携を強化し，配置校での有効
性を向上させ，新たな学校への配置を推進していく。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
　市立幼稚園，市立小・中学校と連携を取って行われる事業で
あり，他に同様の事業を行うものがない。

　特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒を中心に，全幼児・
児童・生徒を対象にしている。

　幼稚園，学校への調査から，対象とする幼児・児童・生徒の落
ち着いた状況が報告され，効果が上がっている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771328･771428

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

特別支援教育推進事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

　校内の就学指導委員会を中心に全職員との連携強化を図り，
あらゆる角度から支援していく。

　正常な学級運営が困難な学級が増え，幼稚園，学校運営に
支障がある。

　現在でもすべての幼稚園，学校の要求をカバーしきれていな
いため，削減はできない。

　現在も非正規職員で行っており，最低限の予算である。

　特別支援教育支援員に準ずる職務を持たせた配
置事業は，他にない。

削減余地がある

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

　市が行う教育活動の一環と位置付けている。配置校以外の他
の学校にも対応できるようにする。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

　配置されている幼稚園（文部科学省委嘱事業による），小・中学校（霧島市による）
は，２１校（幼：２園，小：１４校，中：５校）で，そのうち小学校は，８校が２校ずつの兼
務状態である。平成２２年度は幼稚園にも霧島市の予算で配置を継続し，成果の
あった早期からの支援体制を継続させていく必要がある。また小・中学校において
は兼務状態の解消と未配置校への配置に向けて，各校の支援体制の状況を更に
精査して配置の検討・推進を行う必要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

不安や悩みを相談できた児童、生徒の人数

20年度
単位

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 　指導事務Ｇ

　学校教育課

　教育部担 当 部
カウンセラー配置事業

事 務 事 業 評 価 表評価対象年度  平成 21年度

771410
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 3

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

1,502

 その他

0

1,536

0

0

1,502

0

0

1,536

1,503

1,503

（２）事業費

予
算
額

23年度

78

78 74

21年度
（見込）

22年度

80

決
算
額

 予算合計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

 一般財源

 国庫補助金

310319 315

施策名

基本事業名

一般会計

イ

ア
学校生活上の不安や悩みを解消
する

 ⑤ 意　 図

321

4,010人

人

関連計画

 ③ 対 　象

2

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

心の教育の推進

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

20年度
単位

人

特になし

人

（実績）（実績）

110

23年度

110

22年度

スクールカウンセラー配置事業（鹿児島県教育委員会が指定した学校に、スクールカウンセラーを
配置する。）（平成21年度から成果指標を見直す。）
生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者等を　スクールカウンセラー又
はスクールカウンセラーに準ずる者として，国分，国分南，舞鶴，隼人，日当山，牧之原中学校の６
校に配置し，不登校や生徒の問題行動等の解決を進めていく。

スクールカウンセラー６人の配置

 ① 手　段　（事務事業の概要）

146020

単位
（実績）
21年度

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実  42-1111

5083

事業
期間

（見込）

6 6

110 110

（見込）

予
算
科
目

中学校費 ）

年度～）

目

会計

17

教育振興費

（見込）
22年度21年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

3,8423,975 3,931

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

％

ア 霧島市内１４中学校の中学生 生徒

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

（見込）（実績）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

カウンセラーの活動日数

ア カウンセラーの配置人数

単位

23年度
（見込）

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

20年度

スクールカウンセラー６人の配置

66

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

（誰、何を
 対象にしているのか）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

21年度 22年度 ①

 ④ 対象指標

単位：千円

72 73

80 75

（決算） （予算）

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

（実績）

不登校の児童生徒数 人

学校が楽しいと回答した児童・生徒数

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

不登校及び不登校傾向児童生徒の増加が大
きな問題となり，学校における相談体制の充実
が重要であることが指摘された。そこで，平成１
７年度からスクールカウンセラー配置事業を展
開し，学校における相談体制の充実を図った。

児童生徒だけでなく保護者の相談活動も増加してい
る。

不登校児童生徒の現状と課題から，具体的な支援策
として，この事業を継続してもらいたい。

相談件数の増加に伴い，学校からは相談日数
の増加や相談活動の時間増などの要望があ
る。
相談員は中学校に配置しているが，小学校か
らの要請が年々増加している。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

1,536 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

1,536 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

1,502 1,503

財
源
内
訳

計 1,502

国

県

地 方 債

1,5031,502 1,503 1,503

補助率
国

県

1,5031,503

参加費等の事業実施のための収入説明

1,502 1,503 1,503

そ の 他

一 般 財 源

辺 地 債

過 疎 債

合併特例債

1,5031,503 1,5031,502 1,502 1,503

1

2

10 交 際 費

9 旅 費

3 職 員 手 当 等

事務事業
コード

事　務
事業名

771410 カウンセラー配置事業

報 酬

給 料

報 償 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

共 済 費

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課

使用料及び賃借料

7 賃 金

12 役 務 費

通信運搬費

8

広 告 料

修 繕 料

23 償還金利子・割引料

19

手 数 料

印刷製本費

備 品 購 入 費

11

15

補償補填及び賠償金

委 託 料

14

工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

保 険 料

13

4

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

17 公有財産購入費

18

需 用 費

25 積 立 金

負担金補助・交付金

20 扶 助 費

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

単独 補助 合計単独合計 補助

1,379

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

1,379

123 123 124

1,379 1,379

124124 124

1,379 1,379

　　

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
☐公平・公正である

■見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐ 現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

D
公
平
性
評
価

スクールカウンセラーとの意見交換等を密にして、児童、生徒の悩みや不安を解消
できるよう努力していく必要がある。
中学校への全校配置ができないか必要性や予算も含めて検討する必要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

鹿児島県教育委員会が指定した学校のみに配置しているの
で、公平性の観点から指定校以外の配置も検討する必要があ
る。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

成果の向上余地

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

カウンセラーの配置や支援する学校を増やしていくことで，成果
が向上する。

悩みを抱える児童生徒や不登校及び不登校傾向児童生徒が
増える。

現在でもすべての学校をカバーしきれていないため，削減は難
しい。

現在も非正規職員で行っており，最低限の予算である。

削減余地がある

影響がない

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

771410

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

カウンセラー配置事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

　教育部
　学校教育課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
児童、生徒の悩みに専門的立場で助言することは、市が関与す
るのが妥当である。

全児童生徒を対象として、不安や悩みの相談に応じており適切
である。

本事業で児童、生徒一人一人が不安や悩みを解消することで、
最終的には他人を思いやる心の醸成に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

事　務
事業名

事務事業
コード

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
各学校及び子どものサポート相談員，各教育支援センター，関係機関等との連携を強
化し，より多くの学校への支援を図っていく。

取組概要は前年度と同様であるが，配置校以外の学校に対
しては，配置校で効果のあった事例やカウンセリングの方法
等を紹介するなどして，児童・生徒への支援の在り方を広め
ていく。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

不登校児童・生徒の増加に伴い，国分支援セ
ンターが平成７年度に，隼人教育支援センター
が平成１５年度に設置された。

不登校傾向にある児童・生徒数は，やや増加傾向に
あり，学校の取組やカウンセラー等の派遣により対応
を図っているところである。教育支援センターでの活
動を通じて，学校へ復帰したり，高校受験をしたりして
学校へ復帰する児童・生徒も増えつつある。

不登校及び不登校傾向児童生徒への復帰を促すた
めに相談及び指導、支援等を行っているこの事業
が，不登校解消に向けて効果があがっているので，
引き続き継続してもらいたい。

支援センターに通う児童・生徒の保護者から
は，夏休み期間なども指導員が常駐できるよう
にしてほしいとの要望がある。
また，国分・隼人地区以外の地域の保護者から
は，最寄の地域での本事業の実施を望む声も
ある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

（実績）

80 75

（決算） （予算）

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

不登校の児童生徒数

21年度 22年度 ①

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（誰、何を
 対象にしているのか）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

23年度
（見込）

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

20年度

不登校児童生徒やその保護者に対する電話
相談や来所相談対応
通所してくる児童生徒への学習支援等

4953

（見込）（実績）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

ア 支援した児童・生徒数

単位

ア
霧島市内の不登校傾向にある児
童、生徒

同左児童生徒数

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

人

8596 90

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

（見込）
22年度21年度

予
算
科
目

中学校費 ）

年度～）

目

会計

H7

教育振興費

（見込）

50 50

（見込）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実  42-1111

5083

事業
期間

22年度

国分中央国分支援センター（国分中央１丁目２５番２６号）と隼人支援センター（隼人町内山田１丁
目１４番１０号）に指導員を２名ずつ計４名配置している。
１日６時間勤務で年間２００日教育支援センターを開設し，不登校（傾向）児童・生徒やその保護者
に対する電話相談活動や来所相談に応じている。また，通所してくる児童生徒へ不登校により遅れ
た学習への支援や野菜栽培活動等の体験活動を共に行い，社会性を育み，学校への復帰を支援
している。

通所した児童生徒数
小学校１１名
中学校７４名

 ① 手　段　（事務事業の概要）

146070

単位
（実績）
21年度

単位

人

特になし

（実績）（実績）

23年度

関連計画

 ③ 対 　象

2

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

心の教育の推進

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

20年度

31

131人

人 4030 35

施策名

基本事業名

一般会計

イ

ア
他の児童、生徒と同様に学校に
通わせる

 ⑤ 意　 図

決
算
額

 予算合計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

 一般財源

 国庫補助金

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度

80 78

21年度
（見込）

22年度

6,859

6,859

0

7,418

6,903

6,903

（２）事業費

予
算
額

0

7,418

0

0

0

 その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

評価対象年度  平成 21年度

771417
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 3

　教育部担 当 部
教育支援センター指導員配置事業

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 　指導事務Ｇ

　学校教育課

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

不登校が解消された児童・生徒数

20年度
単位

基本シート



　　

　　

　　

第６回

第７回

第８回

249 249 40 40 40

6,720 6,720

40

6,7206,473 6,473 6,720

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計合計 単独 補助単独 補助

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

賃 金

12 役 務 費

11

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

広 告 料

手 数 料

印刷製本費

光 熱 水 費

修 繕 料

通信運搬費

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課

報 酬

給 料

報 償 費

事務事業
コード

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8

7

事　務
事業名

771417 教育支援センター指導員配置事業

10 交 際 費

9 旅 費

1

2

単位：千円

15 15 20 20 20 20

2 2 20 20 20 20

232 232

95 95 143 143 143 143

86 86 143 143 143 143

9 9

42 42

6,903 6,9036,903 6,9036,859 6,859

そ の 他

一 般 財 源

辺 地 債

過 疎 債

合併特例債

参加費等の事業実施のための収入説明

6,859 6,903 6,903

6,9036,903 6,903

6,9036,903

県

6,859

補助率

6,859 6,903

国

財
源
内
訳

計 6,859

国

県

地 方 債

平
成

7,418 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回
21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

7,418 千円

第１回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
☐公平・公正である

■見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
横川・牧園・溝辺地区を管轄する支援センターを設置するか，児童・生徒が国分・隼人
の教育支援センターに通える方法を検討する必要がある。

取組概要は前年度と同様であるが，不登校児童生徒の相談
や学習支援の在り方を研修会等で各学校に紹介することによ
り，不登校児童生徒の未然防止を図る。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

事　務
事業名

事務事業
コード

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
義務教育は当然市が担うべきものであり、不登校生の支援も行
うべきである。

対象は不登校傾向の児童生徒であり、学校へ通わせるという意
図をもって行われており適切である。

本事業は不登校対策の一環であり、学校へ決まった時間に登
校するということが、規範意識の高揚に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

771417

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

教育支援センター指導員配置事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

　教育部
　学校教育課

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

不登校生が皆無となった時に本事業は終了となるが、昨今の状
況からその可能性は低いので、年々不登校生を減少させていく
必要がある。

不登校生の受入れ母体がなくなりその影響は大きい。

現在の人員でも隼人・国分から遠隔にある校区をカバーしきれ
ていないため，削減することは難しい。巡回も含めて，現人員で
対応できる方策を検討する。

現在も非正規職員で行っており，最低限の予算である。

削減余地がある

影響がない

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

成果の向上余地

市が行うべき教育活動の一環と位置付けている。国分・隼人地
区以外の地区横川・霧島・牧園・溝辺・福山にも対応できるよう
にする。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

D
公
平
性
評
価

国分・隼人以外の地区における教育支援センター機能の拡充が課題である。通学
は可能としているが、通学時間、手段を考えると実質相当無理が生じる。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

不登校及び不登校傾向児童生徒の家庭訪問がこの
事業は，不登校解消に向けて効果があがっているの
で，引き続き継続してもらいたい。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

平成２０年度末の段階で年間１００日以上欠席
している児童生徒数が７０人以上おり，これらの
児童生徒や引きこもり傾向の児童生徒への支
援が急務となっている。そこで，学校だけでの
支援ではなく積極的に家庭訪問を行うことが必
要なため開始された。

不登校及び不登校傾向児童生徒数は，全国的にも
増加傾向が見られ，大きな課題となっている。

（見込）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度 ① ②

80 75

イ

2,021

イ

23年度
（見込）

11,374

5

（見込）（実績）

件 1,011ア

20年度

5

ウ

相談員の人数

予
算
科
目

教育費

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

雇用した相談員の数１０人
家庭訪問件数４３９件

平成２０年３月末の時点で年間１００日以上欠席している児童生徒が７０人在籍していたため，平成
２０年度から不登校対策の一つとして，国分，国分南，舞鶴，陵南，横川，牧園，霧島，隼人，日当
山，牧之原中学校の１０校を拠点として，相談員を１０名配置し，支援体制の充実を図り，学校だけ
での支援ではなく積極的に家庭訪問を行い，児童生徒への学習支援や相談活動はもとより保護者
への相談活動や助言等を行い，学校への復帰を目指すとともに，市児童福祉課や県中央児童相
談所等の関係機関との連携を積極的に進め，多方面からの支援を進めていく。

特になし

20

関連計画

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

12,136人

単位
23年度
（見込）

22年度

人

80 78

21年度
（実績） （実績）
20年度

ア 児童、生徒 児童、生徒数

イ

ウ

人

（対象を
　    　どうしたいのか）

ウ

 ⑦ 結 　果

12,028 11,752

23年度
（見込）

22年度21年度

5083

目 根拠法令・
条例等146070

会計

中学校費

年度～）

教育振興費2

）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実

心の教育の推進2

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

一般会計

21年度 23年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

平成21年度実績

主
な
活
動

単位

平成22年度計画

55

1,266

（実績）

1,200 1,195

（実績） （見込）
20年度 22年度

相談員１０名による家庭訪問など

（見込）

相談件数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

人

 ③ 対 　象

単位

50

 一般財源

 国庫補助金

0

0

0

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

ア
規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

不登校の児童生徒数

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

2,021

0

2,021

2,021

52

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）

55

（実績）

2,021

0

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

意欲をもって学校に通う

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア

2,021

評価対象年度  平成 21年度

771420
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 3

　教育部担 当 部
子どものサポート体制整備事業

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

　学校教育課

　指導事務Ｇ

 42-1111

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

年間１００日以上欠席している児童・生徒数 70

基本シート



参加費等の事業実施のための収入説明

　　

　　

　　

84 84 109 109 109 109

112

1,800

116 116 112 112 112

1,800 1,8001,821 1,821

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

1,800

合計合計 補助単独 補助合計 単独

計

27 公 課 費

繰 出 金28

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

使用料及び賃借料

4 共 済 費

14

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

3 職 員 手 当 等

10 交 際 費

9 旅 費

需 用 費

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

事務事業
コード

事　務
事業名

771420

単位：千円

11

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課
子どものサポート体制整備事業

51 51 76 76

平成21年度　（決算）

単独 補助

76 76

33 33 33 33 33 33

2,0212,021 2,0212,021 2,021 2,021

辺 地 債

過 疎 債

合併特例債

国

県

そ の 他

一 般 財 源

補助率

2,021 2,0212,021

2,021 2,021

2,021 2,021

2,021 2,021 2,021県

地 方 債

2,021

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 2,021

国

1/1 1/1

平
成 2,021 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

第６回
21

予 算 合 計

　　

2,021

年
度

　　

第２回

2,021 千円

第１回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

■他に手段がある
☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ■連携できる
⑦ 　

■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

スクールカウンセラーや支援センター指導員との連携を強化し，より多くの学校への支援
を図っていく。

取組概要は前年度と同様であるが、カウンセラー配置事業や
教育支援センターの役割を交えながら、連携し，より効果を高
めていきたい。

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

☐他に手段がない

事業費の削減余地

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容

771420

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

子どものサポート体制整備事業

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

見直す必要がある　

☐見直す必要がある　

☐

人件費（延べ業務時間）の削減余地

相談員の謝金を削減すると、その分回数が減るので事業費を削
減することはできない。

現在も非常勤職員で行っており，最低限の予算である。

カウンセラー配置事業
教育支援センター指導員配置事業

事務事業
コード

担 当 部
担 当 課

C
 
効
率
性
評
価

事　務
事業名

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

影響がない

評価理由

政策体系との整合性

評価

　教育部
　学校教育課

（他に手段がある場合の事務事業名等）

削減余地がある

すべての児童、生徒に門戸は開かれており、公平・公正である。

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

相談体制を充実させることは、市の責務であり妥当である。

市内のすべての児童、生徒に門戸を開いており、意欲をもって
学校に通うことを目指しているので適切である。

相談事業を充実させ、児童、生徒が意欲をもって学校に通う環
境を整えることは、基本事業の意図する規範意識の高揚に結び
ついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

類似事業との統廃合・連携の可能性

成果の向上余地

D
公
平
性
評
価

不登校生対策関係事業では、唯一の家庭訪問という攻めの姿勢の事業であり、相
互の情報交換や研修会の実施等，相談員を有効活用しながら事業の充実を図って
いく必要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

効率性改善（コスト削減）　

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

すべての児童、生徒が意欲をもって学校へ通うことが究極の目
的であり、本事業実施による成果向上余地はある。

悩みを抱える児童生徒や不登校及び不登校傾向児童生徒が
増える。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

特になし。特になし。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

合併後、旧国分市の部活動補助を新市で導
入。

平成１７年・１８年に国分中学校が全国大会に出場す
るなど、当該補助事業が活動を支援している。

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

学校が楽しいと回答した児童・生徒数 72 73

各種コンクールの県内、九州、全国大会出場
の補助。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

各種音楽コンクールの県内・九州・全国大会出場補助（平成２２年度から成果指標を見直した。併
せて、上位成果指標との関係で本事業の所属基本事業も変更した。）
対象大会：九州アンサンブルコンテスト・県音楽コンクール・県吹奏楽コンクール

ア 7

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

 ③ 対 　象

イ

ウ

20年度

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

（見込）

校

心の教育の推進

単位

霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱
霧島市立学校教育推進事業補助金

（実績） （見込）

％

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位
23年度

78 74

21年度
（見込）

22年度20年度

ア 各種音楽部に所属している生徒 同左生徒数

イ

ウ

人

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

23年度
（見込）

360353

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

360

（見込）
22年度

（見込）
21年度 23年度

8 8

771429

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

中学校費

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5086

学事Ｇ

）

159人

2

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

（実績）
21年度

5

会計

58

出場校数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

年度～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

九州アンサンブルコンテスト；霧島中
県音楽コンクール「春の祭典」；牧之原中
県音楽コンクール「夏の祭典」；隼人・舞鶴・日
当山・国分南・牧之原・国分・霧島中
県吹奏楽コンクール；隼人・舞鶴・国分南・霧
島・国分中

事業
期間

一般会計

教育費

未把握 20未把握 10

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

0

0

0

0

582

582

-600 

1,600

2,200

1,100

1,100

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア 楽器演奏等の技術を向上させる

評価対象年度  平成 21年度

771429
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 3

教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

部活動支援事業

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

演奏技術等の向上した生徒の割合（部活動
顧問の評価による）

基本シート



参加費等の事業実施のための収入説明

　　

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計合計 単独 補助単独 補助

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

通信運搬費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771429 部活動支援事業

218 218 400 400 400 400

218 218 400 400 400 400

364 364 700 700 700 700

582 582 1,100 1,1001,100 1,100

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

国

県

582

そ の 他

一 般 財 源 582 1,100

補助率

1,1001,1001,100

1,1001,100 1,100

財
源
内
訳

計 582

国

県

地 方 債

582 1,100

　　

　　

第６回

第７回

第８回

平
成

2,200 千円

-600 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回

▲ 600

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

単位：千円

21

予 算 合 計

（３月）

年
度

　　

第２回

1,600 千円

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
的確な補助制度の運用。補助要件を満たした全ての部活動に補助事業を行い，支援

をすることができた。今後も入賞を目指して、すべての対象生
徒が努力を重ねることで，生徒の豊かな心の醸成に繋がるこ
とを期待している。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
公立中学校の教育課程の一環として部活動を行っており、補助
を行うことで保護者負担を軽減し、部活動への入部が推進さ
れ、個々の能力等の向上につながっている。

各種音楽部の生徒を対象に、演奏技術の向上を目指しており
適切である。

個々の能力・個性に応じた学力が身についている。結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771429

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

部活動支援事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

今後も部活動に対し補助を行うことにより、保護者の負担を軽減
し生徒の演奏技術の向上が期待できる。

保護者の負担が増加し、入部者の減少につながる。

補助額に上限を設けるなど既に見直しを行っている。

正職員が１人担当制で補助金事務を行っており、霧島市補助
金交付要綱どおりに執行しているため、業務時間削減の余地は
ない。また、補助金交付事務は正職員以外が行うのは難しいと
考える。

削減余地がある

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

保健体育課で予算化されている体育系部活動とあわせて全て
の部活動に対し、補助要件をみたすものについて補助してい
る。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

上位大会への出場補助を行うことで、生徒の技術向上意欲が高まっている。今後と
も制度を継続運用していく。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

評価シート ＜一般用＞



＜補助金・負担金用＞ 様式２

☐

■ H

☐ ～

■団体の運営支援 ☐団体の活動支援 ☐イベント等の補助 ☐協議会等負担金

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

部

5

14,00014,00014,000

決
算
額

 国庫補助金

 支出合計

 一般財源

 地方債

450

 その他

②
事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

④

特になし

③
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

合併以前から開始され支援がなされてきた。平
成18年4月1日に合併協議により新たに市学校
保健会として開始された。

450

22年度
①
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？（予算）

単位：千円

ア

 ⑦ 結 　果

20年度

80

20年度
 ⑧ 上位成果指標

イ

ア 健康に対する意識を高める

ウ

42-1111

教育部

保健体育課

担 当 部

5098

電 話 番 号

内 線 番 号

給食保健体育グループ

担 当 課

グ ル ー プ

学校教育の充実

学校保健会運営支援事業

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

10

基本事業名

772415

款 教育費

事　務
事業名

体育・保健指導の充実

 当初予算額 450

450

補正予算

 県支出金

450

補助金・負担金の交付先

 ③ 対 　象

イ

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

（決算）

啓発チラシ配布枚数

健康診断で要注意・要治療となった児童・生
徒の割合

（どんな結果に
     結び付けるのか）

自分自身の健康管理ができるよう
になる

（２）事業費

研究協議会に参加して理解が深まった参加
者の割合

（対象を
　    　どうしたいのか）

児童生徒

450

予
算
額
 予算合計

21年度

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

ア

 ⑤ 意　 図

単位

霧島市学校教育推進事業補助金等に関する取扱要領

 ① 手　段　（事務事業の概要）

予
算
科
目

（実績）

目

保健体育費

4

コード

20年度

21年度

5

）

14,000

12,136

 ⑥ 成果指標

（実績）

11,752

（実績）

12,028

（見込）

902人

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

人

イ 教職員数

（誰、何を
 対象にしているのか）

単位

教職員

ア 児童生徒数

21年度

854843

単位
（実績） （実績）

％

22年度

8580

21年度

4.0％ 3.0

一般会計

（実績）
20年度

根拠法令・
条例等

霧島市学校保健会に補助金を交付し、学校保健会が行う学校保健の振興及び児童生徒並びに教職員の健康の保持増進の活動を支援している。
（市の活動）
学校保健会に補助金を出すための手続き（申請書の提出、交付決定、実績報告書、補助金交付）を行う。
（団体の活動）
市学校保健研究協議会の開催、啓発活動を行う。また、児童・生徒に、健康に関するポスターの募集を行い審査する。表彰については、健康福祉まつり
で行う。市学校保健会とは、健康の保持増進を目的として設立した団体。市内医師会、歯科医師会、薬剤師会、校長会、養護教諭、栄養教員、ＰＴＡ等
を会員として運営されている団体である。

（見込）

霧島市学校保健会

7

単年度繰返 （開始年度

4

1

3

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

施策名

項

772415

事業
期間

補助金
負担金別

学校保健体育費

回

期間限定複数年度（

単年度のみ

18 年度～）

育み磨きあうまちづくり

会議や研修会等の開催回数

評価対象年度  平成 21年度

会計

22年度

単位
（実績） （実績）

4.0

23年度

23年度
（見込）

23年度

5

補助金の対象経費 霧島市学校保健会の運営に要する経費

（見込）

5

22年度21年度

902

11,596

（見込）

90

23年度

22年度

3.0

（見込）

（見込）（見込）

特になし

基本シート



■運営支援・活動支援・イベントの補助等の状況

■負担金の状況

＜補正予算内訳＞

0

単位：千円

0 0 0 0合計 0

全市

●

対象
地区

00 合計

自主財源率 自主財源率 自主財源率

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人 福山 合計
8

補助金 補助金 補助金

合計 0

自主財源率

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人 福山 合計 0
7

補助金 補助金 補助金

自主財源率 自主財源率

合計 0

自主財源率

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

6

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 福山隼人

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 0 合計 0

0

自主財源率

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

5

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 隼人 福山霧島

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 0 合計 0 合計

補助金

自主財源

合計 450

補助金

自主財源

合計

自主財源率

霧島市学校保健会

団  体 名・ 協 議 会 名

450

0

自主財源合計 0 自主財源合計 0

自主財源率 0% 自主財源率 0%

合　　　計 第６回 　　450 第３回

0 人

自主財源合計 0

自主財源率 0%

0

第２回

第７回

補正予算 　　 第５回 　　0 第８回

　　第１回 第４回 　　

自主財源

合計 0

自主財源率 自主財源率

自主財源 自主財源

自主財源 自主財源 自主財源

0 合計

0%

合計 合計0

自主財源

自主財源率 0% 自主財源率 0%

平成23年度

福山

平成22年度

　（予定）

補助金 450

平成21年度

（決算）
会員数

隼人

　（予定）

450

450 合計 450

自主財源
1

2
隼人対象

地区

全市 霧島

霧島溝辺 横川 牧園国分

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 合計

自主財源

補助金 補助金

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 保健体育課
772415 学校保健会運営支援事業

3

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

福山 0

自主財源率 自主財源率 自主財源率

0

自主財源 自主財源

補助金 補助金

隼人 福山 合計 0 0 合計合計 0

自主財源率 自主財源率 自主財源率

4

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園

補助金 補助金

自主財源 自主財源

合計霧島 隼人 福山 合計 0 合計 0

自主財源率

9

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

自主財源 自主財源 自主財源

補助金 補助金

合計

自主財源率

隼人 福山 合計 0

補助金負担金合計 補助金負担金合計 450

自主財源率自主財源率

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

■平成21年度予算の状況
当初予算 450

計

対象
地区

全市

平成23年度 負担金の支払先

（決算） （計画） （予定） 全国 九州 県 その他

負担金額

団  体 名・ 協 議 会 名
平成21年度 平成22年度

1

2 負担金額

3 負担金額

4 負担金額

5 負担金額

合計

単位：千円

単位：千円

自主財源

450

合計 0

自主財源

補助金 補助金

0 合計

自主財源

補助金

0

0

対象
地区

全市 国分 溝辺 0霧島 隼人 福山牧園

自主財源率 自主財源率

補助金負担金合計 450

自主財源率

10
0 合計横川

交付シート　＜補助金・負担金用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

自主的に継続して取組む研究テーマを掲げる。

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
会員相互の研修を実施して、児童、生徒の健康意識の高揚
を図る。

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

［有効性④の結果］

休止　　　 　　

対象・意図の妥当性

［有効性⑤の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

人件費（延べ業務時間）の削減余地

廃止・休止の成果への影響

・補助金又は負担金が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

成果の向上余地

廃止　　　 　　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐

向上余地がある

総
　
　
括

B
 
有
効
性
評
価

・他に同様の補助金又は負担金はないか？
・統廃合や連携することができないか？

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

研究協議会の内容を充実することで、より一層自分自身で健康
管理をしようという意識の高まりを期待できる。

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

D
公
平
性
評
価

学校保健に対する意識を高めるために、大きな役割を果たしている。
また、学校間の連携や学校と学校医・歯科医・薬剤師との連携を図る上でも重要な
役割を果たしている。

市学校保健に係る全体的な会議なので公平・公正である。

受益機会・費用負担の適正化余地

・補助金又は負担金の交付を廃止又は休止
した場合にどのような影響があるか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？

主に研修会の講師謝金であり、補助金内で最大の事業をして
おり削減の余地は無い。

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

児童・生徒及び教職員の学校保健に対する意識が低下する。
また、学校医や歯科医、薬剤師との連携が希薄となり，学校保
健・安全の推進がしにくくなる。

削減余地がある☐

事業統合・連携　

教育部
保健体育課

担 当 部
担 当 課

学校保健研究協議会を開催するなどして、児童、生徒及び教
職員の健康に関する意識が高まり、自分で健康管理ができるよ
うになる。

補助金交付事務がその主な業務内容であり、削減検討余地は
ない。

事務事業
コード

772415

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

学校保健会運営支援事業

評価理由評価

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

健康で安全な生活を送ることが出来る基本的な能力や態度を
育成することは法律で義務付けられている、市の責務である。

対象は児童・生徒及び教職員、意図は児童・生徒及び教職員
の健康増進であるため適切である。

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

事　務
事業名

結びついている　

☐見直す必要がある　

（他に手段がある場合の事務事業名等）

政策体系との整合性

公共関与の妥当性

・なぜ市が補助又は負担しなければならない
のか？

・交付先に働きかけて、市の負担を削減する
ことができないか？

効率性改善（コスト削減）　

☐影響がない

評価シート ＜補助金・負担金用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

新記録数

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

保健体育課

担 当 部事務事業
コード

小学校体育記録会開催事業

事 務 事 業 評 価 表

ア

（決算） （予算）

教育部

評価対象年度  平成 21年度

772416
事　務
事業名

予
算
額

ア

ア 霧島市市内小学校5・6年生

 支出合計

政策名

記録・技能・体力・気力の向上を
図る

-157 

768

0

0

 その他

 県支出金

 地方債

925

818

818

0

766

766

0

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

イ

 当初予算額

 補正予算額

43 4

1,083

4

1,100

会計

48 年度～）

主
な
活
動

609

21年度

事業
期間

一般会計

教育費10

7 ）

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

霧島市小学校水泳記録会
霧島市小学校陸上記録会

項

（実績）

772416

20年度

水泳記録会に出場する児童数

（誰、何を
 対象にしているのか）

474

予
算
科
目 学校保健体育費

人

3

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（保健体育費

体育・保健指導の充実

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5098

給食保健体育グループ

475 460

610

22年度

22年度

639 625

487

（見込）
21年度 23年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

2,758 2,670

1,070

2,704

1,126

（見込）（実績）

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

イ

ウ

23年度

4.0

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

単位
（実績） （見込）

前年同様

 ① 手　段　（事務事業の概要）

各小学校5・6年生の代表選手が一同に集い、水泳及び陸上記録会を実施することにより、記録・技
能・体力・気力の向上を図る。

・水泳記録会
　　開催時期・・・７月中旬(夏休み期間中)
　　開催場所・・・霧島市国分総合プール
　　運営方法・・・市教委、小学校体育主任会が中心となり運営する
・陸上記録会
　　開催時期・・・10月中旬
　　開催場所・・・霧島市国分運動公園陸上競技場
　　運営方法・・・・市教委、小学校体育主任会が中心となり運営する

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

小5・6の児童数 人

単位

人児童の参加人数

人

 ③ 対 　象

2,747

イ

ウ

陸上記録会に出場する児童数

20年度

4.5 5.0％

イ

 一般財源

 国庫補助金

（実績） （実績）

健康な体が育つ
新体力テストにおいて県平均を超えた種目
数

単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

霧島市内の児童の体力の実態を数量的に把
握するために開始された。

特になし

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

▲ 112

年
度

　　

第２回

768 千円

第１回

　　

第３回

第４回

　　

（３月） 第５回

平
成

925 千円

-157 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

766 818

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 766

国

県

地 方 債

818818 818

818 818 818

国

県

766

そ の 他

一 般 財 源 766 818

補助率

818

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

766 766 818 818 818

648 648 700 700 700 700

39 39 37 37 37 37

8179 79 81 81 81

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 保健体育課
772416 小学校体育記録会開催事業

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

3 職 員 手 当 等

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

15 工 事 請 負 費

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

11 需 用 費

貸 付 金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

28 繰 出 金

計

単独 補助 合計 単独 補助

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計

118118 118 118 118 118

参加費等の事業実施のための収入説明

▲ 45

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

影響がない

B
 
有
効
性
評
価

☐

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

☐

D
公
平
性
評
価

子どもたちの体力低下が大きな課題となっており、その課題への対応策として必要
な事業である。

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

市内全小学校の５・６年生すべてが対象であり、受益の機会は
公平・公正である。

受益機会・費用負担の適正化余地

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

霧島市の小・中学生の体力測定結果は、種目によっては県平
均より低いものもあるが、今後の取り組みによって成果向上の余
地はある。

霧島市の体育記録会を廃止・休止した場合は、児童の運動の
機会及び意欲の低下につながる。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

霧島市内１箇所で開催し、最低限の職員で対応しており、これ
以上の人件費の削減は厳しい。また、対象が児童であり、事故
等の責任を考えれば委託は現実的ではない。

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

削減余地がある

教育部
保健体育課

担 当 部
担 当 課

見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

772416

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

小学校体育記録会開催事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
児童の体力向上は国民的課題であるため、市が行うことが妥当
である。

対象は小学校５・６年生、意図は小学生の体力向上であり、適
切である。

児童が記録会出場を目標に切磋琢磨することで、体力が向上し
健康な体が育つ。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

それぞれの大会へ向けた学校の取組事例を全体的に紹介し、特色ある体力づくりへの
関心を高める。

水泳記録会、陸上記録会を開催し、児童の体力向上を図る。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容

遠方からの児童の送迎費用などが主な事業費であり、削減の余
地はない。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

平成5年から心身ともに健全な生徒の育成及び
保護者の負担軽減を図るために開始された。

生徒の減少により活動種目が減少している。

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

21年度 22年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

208

4.5 5.0

（決算） （予算）

健康な体が育つ
新体力テストにおいて県平均を超えた種目
数

単位

ア 24

（実績）

23年度

23九州・全国大会への助成件数

イ

中学校・高等学校体育連盟が主催等をする地区大会以上の大会に参加する場合、交通費の2分の
1を補助する。宿泊費については、九州・全国大会に参加する場合に2分の1を補助する。ただし、１
泊につき7,000円を上限とする。

事務事業の概要と同じ

 ① 手　段　（事務事業の概要）
平成21年度実績

平成22年度計画

（見込）
22年度

20年度

事務事業の概要と同じ

22年度

（見込）

（実績） （見込）（実績）

ウ

県・地区大会への助成件数

23年度21年度

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

ア

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

イ

2,400

23年度

大会に参加する生徒 大会に参加する生徒数

（対象を
　    　どうしたいのか）

種目 4.0

団体

11

（見込）

（実績） （見込）

2,4002,763

予
算
科
目

保健体育費

関連計画

）

年度～）

目

会計

5

（見込）
22年度21年度

学校保健体育費

23年度
単位

（実績）
21年度

772418

（見込）
 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実 42-1111

件

霧島市学校教育推進事業補助金等に関する取扱要領

件

20年度

10 11

25 25

11

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

単位
（実績）

3

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

体育・保健指導の充実

事業
期間

20年度 21年度 22年度
（実績）

2524 2523

（見込）

施策名

基本事業名

一般会計

 ③ 対 　象

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

2,052人（団体）

決
算
額

 予算合計

コード

款

4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

0

0

 一般財源

 国庫補助金

20年度
単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

4,050

5,649

5,649

4,258

0

0

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア

ウ

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 7

競技に集中して取り組む

3,503

3,503

評価対象年度  平成 21年度

772418
事　務
事業名

教育部担 当 部

内 線 番 号

中学校・高校各種大会参加支援事業

事 務 事 業 評 価 表

保健体育課

5098

給食保健体育グループ

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

九州大会以上に出場した部の数

基本シート



第８回

補助 合計

平成23年度　（見込）

合計補助単独

計

25 積 立 金

28 繰 出 金

補償補填及び賠償金

26 寄 附 金

27 公 課 費

21 貸 付 金

22

20 扶 助 費

使用料及び賃借料

15 工 事 請 負 費

原 材 料 費

19 負担金補助・交付金

修 繕 料

保 険 料

13 委 託 料

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

16

広 告 料

手 数 料

14

7 賃 金

10 交 際 費

8

事務事業
コード

印刷製本費

9 旅 費

単位：千円

11 需 用 費

1 報 酬

2

報 償 費

平成21年度　（決算）

単独

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

給 料

772418 中学校・高校各種大会参加支援事業

単独 補助

平成22年度　（当初予算）

合計

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 保健体育課

5,6493,503 3,503 5,649 5,6495,649

3,503 5,6495,649 5,6493,503

そ の 他

5,649

辺 地 債

過 疎 債

合併特例債

5,649 5,649

一 般 財 源

3,503

3,503 5,649

　　

　　

　　

参加費等の事業実施のための収入説明

3,503

5,649

5,649

5,649

補助率

5,649

国

県

5,649

財
源
内
訳

計 3,503

国

県

地 方 債

平
成

4,050 千円

208 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

第３回

第４回

（３月） 第５回

第６回

第７回

21

予 算 合 計

　　

208

年
度

　　

第２回

4,258 千円

第１回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

D
公
平
性
評
価

成績が優秀で九州大会以上の大会出場を補助することはもちろんであるが、周辺
部の学校については、地区大会への出場に対しても補助をすることで、市全体の部
活動支援ができたものと総括している。

B
 
有
効
性
評
価

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
補助制度の存在をＰＲする。中学校の体育系部活動に優秀な成績を納めた生徒がいる場

合、その上位大会出場経費の一部を補助する。補助制度が
励みとなり、部活動への取組が活発になる。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

市立中・高の部活動の推進は市の役割である。

大会に参加するすべての生徒を対象に、競技に専念することを
意図として実施しており適切である。

スポーツへの取り組みが向上することにより健康な体が育つた
め結びつく。

☐見直す必要がある　

中学校・高校各種大会参加支援事業

評価理由

政策体系との整合性

教育部
保健体育課

結びついている　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

補助制度があることを周知徹底することで、生徒の励みとなり九
州大会以上へ進出する部が増える可能性がある。

保護者等の負担が増大し、参加できない生徒が出てくる可能性
がある。

参加費の補助なので事業費の削減は成果の後退につながる。

事務処理の上で必要な業務を行っている。また正職員以外の
職員では難しいと考える。

削減余地がある

影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

772418

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

保護者の負担軽減を行うものであり公平・公正である。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

指導事務Ｇ

学校教育課

担 当 部

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実 42-1111

5083

評価対象年度  平成 21年度

771310
771412

事　務
事業名

事 務 事 業 評 価 表

マイ・スクール・プランニング事業

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

4

4

1施策名

基本事業名

予
算
額
 予算合計

 当初予算額

 補正予算額

（実績） （見込）

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

 県支出金

 地方債

 支出合計 413

413

地域の教育力を学校教育に活用
する

600

1,000

666 520

20計画を作成した小中学校の数 -

（実績）

（実績）
20年度

・木原小，川原小，平山小，塚脇小の４校及び，中津
川小，持松小，三体小，万膳小，中福良小５校による
「きずな・ふれあい集合学習」の実施
・大田小による「ジオパーク推進モデル事業」の実施
・陵南中学校区による「学校間連携モデル事業」の実
施

（見込）
22年度

20

23年度

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

特色ある教育活動と開かれた学校づくり 内 線 番 号

目

22年度

一般会計

教育費

単年度のみ
事業
期間

20件

件

款

771310  771412

単位
（実績）

根拠法令・
条例等

関連計画

2

12,028

（実績）

　学校の自由な発想と創意工夫による児童生徒の学力向上と特色ある教育活動を支援することで，
学校の主体性を高めるとともに，教職員のやる気と意欲を喚起し，もって学校の教育活動の活性化
を図る。各学校が作成した事業計画書をもとに教育委員会が選定を行い，学校に事業を委嘱する。
　具体的には極小規模校の５・６年生が１つの小学校に集まり，１週間単式授業を受けることにより中
学校へのスムーズな移行を図る「きずな・ふれあい集合学習」や霧島の自然やジオパークとの関連
を意図した「ジオパーク推進モデル事業」，小・中・高連携を深めることで生活面・学習面などのス
ムーズな移行を図る「学校間連携モデル事業」がある。
　

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

12

作成された教育活動の計画件数

主
な
活
動

-ア

23年度
（見込）

11,596

49

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

教育活動に参加した児童生徒数

ア
学校・家庭・地域と連携して教育活動を行っ
た学校の割合

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

イ

単位 ⑧ 上位成果指標

人

特色ある教育活動を行う

ウ

（どんな結果に
     結び付けるのか）

児童生徒の学力向上を図るア

単位

ウ

 ⑦ 結 　果

（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑤ 意　 図

イ

23年度21年度

校

22年度20年度

3020

予
算
科
目

小学校費・中学校費

教育振興費

会計

H21 年度～）

）

コード

児童、生徒数

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（見込）
20年度

21年度

30

11 15選定を行い，実施された教育活動の計画件数

ア 児童、生徒

-

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

イ

 ③ 対 　象

48市内の小中学校

12,136人

市内の小中学校数 校

単位

ウ

（見込）

48

（見込）

（実績）

11,752

49

（見込）

89.0

・木原小，川原小，平山小，塚脇小の４校及び，中津
川小，持松小，三体小，万膳小，４校による「きずな・
ふれあい集合学習」の実施予定
・大田小による「ジオパーク推進モデル事業」の実施
予定・陵南中学校区による「学校間連携モデル事業」
の実施予定

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

21年度 23年度

イ

0

 国庫補助金

（決算） （予算）

（２）事業費

0

0

-

20年度 21年度 22年度
（見込）（実績）

 一般財源

0

決
算
額  その他

21年度 22年度

③

各学校は校長裁量で自由に使える事業費が限
られ，特色ある教育活動を実施することが難し
い。そこで，学校の自由な発想と創意工夫によ
る特色ある教育活動を支援し，開かれた学校
づくりをより一層推進する目的で平成２１年度か
ら開始した。

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

1,000

0

1,000

1,000

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

① ②

単位：千円

91.0 92.089.5％

特になし。事業対象者から，校長裁量で自由に使える事
業費が限られ，特色ある事業の展開や外部講
師の招聘が限られるという意見が寄せられてい
る。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

新学習指導要領においても「生きる力」の育成を目指
し，学校の特色を生かした教育活動の展開がより一
層求められている。

基本シート



予 算 合 計

第１回 （６月）

年
度

　　

第２回

1,000 千円

第７回

　　

第３回

第４回

（９月）

1,000 千円

第５回

　　

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算
平
成

21
参加費等の事業実施のための収入説明

413 1,000一 般 財 源

413 1,000

国

県

地 方 債

そ の 他

1,000 1,000

1,000

1,000

1,0001,000

補助率

財
源
内
訳

計 413

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

国

県

413

413 413 1,000 1,0001,000 1,000

400148 148 400 400 400

教育部

担 当 課 学校教育課
771310 771412 マイ・スクール・プランニング事業

担 当 部事　務
事業名

250

食 料 費

燃 料 費

250 250180 250180

11 需 用 費 180

修 繕 料

光 熱 水 費

事務事業
コード

単位：千円

印刷製本費

消 耗 品 費

10

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

交 際 費

9 旅 費

8 報 償 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

14

12 役 務 費

通信運搬費

使用料及び賃借料

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

85 85 250 250 250 250

100 100 100 100

250250180 250 250

　　

　　

　　

第６回

第８回

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
☐削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
■
☐
☐

目的再設定　

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

［目的妥当性①③の結果］

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

影響がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

向上余地がある

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

すべての市立小・中学校を対象としており，公平・公正に実施さ
れている。

事業計画書を精査が主な業務であり，人件費の削減余地はな
い。

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

きずなふれあい集合学習やジオパーク関連事業を実施でき、児童、生徒のニーズ
に応えることができた。学校ごとの事業計画はやや新鮮味に欠ける傾向があった。

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

受益機会・費用負担の適正化余地

担 当 部
担 当 課

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

☐

☐見直す必要がある　

評価理由

マイ・スクール・プランニング事業

結びついている　

本事業による各学校の自由な発想と創意工夫による特色ある教
育活動を支援することで，地域に開かれた学校づくりをより一層
推進することができる。

成果の向上余地

対象・意図の妥当性

公共関与の妥当性
教育課程の一環として実施しているため、市が行うことが妥当で
ある。

対象は全児童、生徒であり適切である。
意図として生き抜く力を養うことを設定しているが、本市教育行
政の大きな目的でもあり適切である。

多様な学校外活動の機会を設けることは、外部講師を招聘する
こととなり、地域の教育力の活用に結びついている。

政策体系との整合性

見直す必要がある　

「生きる力」の育成を目指し，学校の特色を生かした学校づくり
や地域に開かれた学校づくりは，すべての市立小・中学校で推
進するものであり，事業が廃止された場合の影響は大きい。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

B
 
有
効
性
評
価

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

効率性改善（コスト削減）　

［有効性④の結果］

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容

学校から提出される事業計画書を精査し，削減余地のあるとこ
ろは削減し，コスト削減を図ることは可能である。

事業費の削減余地

事　務
事業名

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

■

■

各学校の実態に応じたプランを作成し，きずなふれあい集合学習やジオパーク関連事
業を実施できるようにする。

前年度と同様の取組を行う。児童、生徒の多様な学校外活動
の機会を設け、生き抜く力を醸成する。

事務事業
コード

771310 771412

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

他に手段がない
類似事業との統廃合・連携の可能性

教育部
学校教育課

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

評議員会で出された提言の数

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

学校評議員配置事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

771313
771415

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
地域に見守られながら健全に育
つ

0

985

985

594

594

0

0

0

955

955

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

未把握 100未把握 94

年頃～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

・霧島市立全小・中学校及び高等学校での学
校評議員会の開催
・保護者，地域住民等からアンケートや授業参
観，学校経営説明の実施
・学校評議員による学校関係者評価の実施

事業
期間

一般会計

教育費

21年度

159

会計

16

霧島市立幼稚園・小･中・高等学校の学校評議員会開催延べ回数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

13,222人

4

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1116

5084

教職員事務Ｇ

771313・771415

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

（見込）
21年度 23年度

165 165

12,852

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

12,69613,119

％

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア 園児、児童、生徒 園児数、児童、生徒数

イ

ウ

単位
23年度

89 90

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

校

特色ある教育活動と開かれた学校づくり

単位

霧島市学校管理規則

（実績） （見込）

件

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位 ③ 対 　象

イ

ウ

20年度

前年度と同様

 ① 手　段　（事務事業の概要）

１　各学校による学校評議員の推薦（３人～５人）
２　教育委員会による審査及び委嘱
３　各学校での学校評議員会の開催
４　教育委員会への報告（会議資料及び会議録）
５　教育委員会による検証及び指導
（平成22年度から成果指標を変更する。）
（学校評議員会の趣旨）
　校長が学校運営に当たり，学校の教育目標・計画や地域との連携の進め方などに関する保護者
や地域住民の意見を聞くことを通じ，その理解や協力を得ながら特色ある教育活動を主体的かつ
積極的に展開していくために設置している。

ア 159

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

91 92

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

地域の教育力を学校教育に活用
する

学校・家庭・地域と連携して教育活動を行っ
た学校の割合

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

合併後から市内全域同じ条件で開始された。
保護者や地域住民等の学校運営への参画が，より一層多様か
つ充実したものとなるように「地方教育行政の組織及び運営に
関する法律」の改正により，平成１６年度から学校評議員会の設
置が可能になったことを受け，学校評議員会の設置がはじまっ
た。

学校関係者評価が導入され、評価の方法がより高度
なものとなっている。

特にない学校から評議員の報酬を上げてほしいという要
望がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

985 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

985 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

955 594

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 955

国

県

地 方 債

594594 594

594594 594

国

県

955

そ の 他

一 般 財 源 955 594

補助率

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

594594 594955 955 594

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771313 771415 学校評議員配置事業

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

955 955 594 594 594 594

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

本事業は，その会議や学校評価によって得られたデータが市
内全ての公立小・中学校及び高校の教育活動改善のために活
用されており，各学校運営の基盤となっている。事業の成果は
本市の公立幼稚園・小・中・高等学校の教育活動に生かされて
おり，公共の利益の享受に大きく寄与している。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

11月の県民週間の広報を徹底して、地域住民の学校への関心を高めていく必要が
ある。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

学校評議員会の開催回数や，学校参観の回数を増やし，連携
を強化することで，更なる成果が期待できる。

学校に対する地域の率直な意見等を聞く場が減少し，特色ある
教育活動や地域に開かれた学校づくりに影響が出てくる。

学校への出席回数及び事務量を考慮すると最低限の予算措置
である。

本事業への職員の関わりは会議結果の集約や助言等のみであ
りこれ以上の削減余地はない。

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771313 771415

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

学校評議員配置事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
市立幼稚園・小・中・高等学校の運営に関する事業であり、設置
者が行うことが妥当である。

すべての園児、児童、生徒を対象として、地域に見守られなが
ら健全に育つことを意図としており適切である。

学校関係者以外から進言をいただく事業であり、開かれた学校
づくりにつながるので、基本事業の意図に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
学校ごとに評議員会を開催する。

【平成22年度改革改善案】
　対象者を公立幼稚園まで拡充することで，幼・小・中・高一貫した評価活動が行われ，
市内全ての公立学校での成果が期待できる。

学校ごとに評議員会の開催を行い、地域住民の学校への関
心を喚起し、開かれた学校づくりを推進する。

評価シート ＜一般用＞



＜補助金・負担金用＞ 様式２

☐

■ H

☐ ～

☐団体の運営支援 ■団体の活動支援 ☐イベント等の補助 ☐協議会等負担金

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

補助金の対象経費山村留学里親制度実施委員会 留学に必要な経費及び実施団体の運営費（食料費を除く）

（見込）

1

（見込）

1

実行委員会をはじめ地域の協力を得て、特認通学生の募集また実行委員会主催の短期留学（１泊２日ふるさと体験留学）等を実施している。実行委員
会の運営状況としては、家族留学の住宅確保と里親留学の受け入れ家庭確保が課題である。
補助金を活用した主な取組みとして、地域の協力の下、田植え等の体験学習、歩こう会等の取組みを行っている。
中津川小学校については、平成２１、２２年度は山村留学生がいないため、補助金の支給実績はなし。

（見込）

100

23年度

2

23年度
（見込）

2

41

単位
（実績） （実績）

89 92

（実績）

3

20年度 21年度

2

23年度
（見込）

22年度

団体

期間限定複数年度（

単年度のみ

4 年度～）

育み磨きあうまちづくり

4

一般会計

ア

4

1

4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

施策名

項

771316

90 91

（見込）

6

2

4

2

22年度

4

学級

95

22年度

未把握

（実績）

4

（見込）
21年度

イ 中津川小の児童数

（誰、何を
 対象にしているのか）

単位

中津川小の児童

ア 永水小の児童数

4150

単位

％ 未把握

20年度

人

4144

（実績）

46

（見込）

（対象を
　    　どうしたいのか）

2

人

人

（実績）

1

48

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

永水小の児童数

21年度 22年度

3

根拠法令・
条例等

教育振興費

コード

）

単年度繰返 （開始年度

2

単位

霧島市山村留学事業補助金交付要綱

 ① 手　段　（事務事業の概要）

予
算
科
目

（実績）

目

小学校費

2

事業
期間

補助金
負担金別

ア
豊かな自然等に触れ合い、積極
性を身に付ける

補助金交付団体数

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

 ⑤ 意　 図

積極性が身に付いたと感じる児童の割合

（２）事業費

250

 補正予算額
予
算
額

 県支出金

 予算合計

21年度 22年度

（予算）（決算）

 ⑧ 上位成果指標

ア

 ⑦ 結 　果

複式学級が解消される

250

永水小学校へ山村留学した児童数

補助金・負担金の交付先

中津川小学校へ山村留学した児童数

 ③ 対 　象

イ

中津川小の単式学級の数

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

評価対象年度  平成 21年度

会計

 その他

1,070 当初予算額 2,150

-1,900 

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

10

基本事業名

771316

款 教育費

事　務
事業名

特色ある教育活動と開かれた学校づくり 5086

電 話 番 号

内 線 番 号

学事Ｇ

担 当 課

グ ル ー プ

学校教育の充実

山村留学支援事業

42-1111

教育部

学校教育課

担 当 部

①
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

1,070

イ 複式学級が解消される

学校・家庭・地域が連携して教育活動を行っ
た学校の割合

（どんな結果に
     結び付けるのか）

地域の教育力を学校教育に活用
する

永水小の単式学級の数

ウ

③
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

実行委員会をはじめ地域の協力を得て、特認
通学生の募集また実行委員会主催の短期留
学（１泊２日ふるさと体験留学）等を実施してい
る。実行委員会の運営状況としては、家族留学
の住宅確保と里親留学の受け入れ家庭確保が
課題である。

中津川小学校区・永水小学校区の少子化対策
として、先進地への研修を実施しながら事業導
入した。

この事務事業に対する議会から出された
意見

希望者が減少してきているが、各小学校区ごとの実
行委員会をはじめ地域の協力を得て、事業を行って
いる。

②
事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

④

（実績）
23年度20年度

人

44

特になし

20年度 21年度

学級

単位：千円

決
算
額

 国庫補助金

 支出合計

 一般財源

 地方債

250

基本シート



■運営支援・活動支援・イベントの補助等の状況

■負担金の状況

＜補正予算内訳＞

単位：千円

単位：千円

補助金負担金合計 1,070

自主財源

5 負担金額

4 負担金額

3 負担金額

1

2 負担金額

負担金額

負担金の支払先

（決算） （計画） （予定） 全国 九州 県 その他
団  体 名・ 協 議 会 名

平成21年度 平成22年度 平成23年度

■平成21年度予算の状況

当初予算 2,150

計

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

250補助金負担金合計 補助金負担金合計 1,070

自主財源率自主財源率

合計 合計

自主財源率

隼人 福山 合計

補助金 補助金

自主財源
9

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

自主財源

自主財源率

補助金

霧島 隼人 福山 合計 合計 合計牧園

自主財源 自主財源

補助金

自主財源率

4

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川

自主財源率 自主財源率

合計隼人 福山 合計

自主財源 自主財源

補助金 補助金

自主財源率 自主財源率 自主財源率

福山 合計

○

3

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771316 山村留学支援事業

自主財源 自主財源

補助金 補助金補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

霧島

○

溝辺 横川 牧園国分
1

2

中津川小山村留学里親制度実施委員会

隼人対象
地区

全市

48%

平成23年度

福山隼人

　（予定）

1,070

1,007

2,077 合計 2,077

平成22年度

　（予定）

補助金 1,070

自主財源 1,007

自主財源

合計

自主財源率 70% 自主財源率 48%

合計 合計

合計

自主財源 自主財源

自主財源

合計

自主財源率 自主財源率

自主財源 自主財源

第１回 第４回

第２回

　　 第７回 　　

補正予算 　　 第５回 　　(1,900) 第８回 　　

自主財源合計 575

自主財源率 70%

-1,900合　　　計 第６回 （３月）250 第３回

自主財源合計 1,007 自主財源合計 1,007

自主財源率 48% 自主財源率 48%

平成21年度

（決算）
 

永水小山村留学里親制度実施委員会

団  体 名・ 協 議 会 名

250

575

補助金

自主財源

合計 825

補助金

自主財源

合計

自主財源率

霧島

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 合計 合計
5

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 隼人 福山

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

自主財源率

隼人

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 合計
6

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 福山

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

合計

自主財源率 自主財源率 自主財源率

7

補助金 補助金 補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人 福山 合計 合計

自主財源率

8

補助金 補助金 補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人 福山 合計 合計

自主財源率 自主財源率 自主財源率

全市対象
地区

合計

単位：千円

交付シート　＜補助金・負担金用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
☐公平・公正である

■見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・なぜ市が補助又は負担しなければならない
のか？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

事　務
事業名

事務事業
コード

771316

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

山村留学支援事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

公共関与の妥当性
地域活性化のため地域が自主的に取組を開始した事業である
が、周辺地域の過疎化は行政課題の一つとなっており、市が支
援を行うことが妥当である。

対象は山村留学生と受け入れ側双方としており適切であり、ま
た意図も双方の目指す方向性を簡潔にまとめておリ適切であ
る。

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

地域の教育力を学校教育に活用する取り組みであり、中津川小
学校と永水小学校で山村留学児童を引き受け地域の実行委員
会が中心となり学校や地域の活性化につなげている。

結びついている　

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

市外からの児童の場合は本市定住を促し、地区の児童増を図
り、併せて学校・地域の活性化に繋げる。また、市内の児童が市
内に住みながら里親の校区と交流する環境を作る等、さらに地
域と結びつけるような事業へと転換する工夫により事業効果は
向上する。

過疎地域の少子化対策、定住化及び小規模校の活性化に対し
ての影響が大きい。

交付先も自主財源をもっていないため、現在の補助基準を下げ
ることはできない。

補助金交付事務のみであるため、削減余地はない。

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

［有効性④の結果］

休止　　　 　　

削減余地がある☐

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・交付先に働きかけて、市の負担を削減する
ことができないか？

B
 
有
効
性
評
価

・他に同様の補助金又は負担金はないか？
・統廃合や連携することができないか？

・補助金又は負担金の交付を廃止又は休止
した場合にどのような影響があるか？

年間５名程度の児童の山村留学を支えるために補助金を支出
しており、市外からの児童に偏った受け入れ傾向であるので、
市内児童の受け入れ増を図り、併せて市外と市内利用者の受
益者負担に差を付ける。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

D
公
平
性
評
価

現在の制度を活かしつつ、定住化を促進し、過疎、少子化対策につながる事業とし
て、一層の検討を図る必要がある。

廃止　　　 　　

対象・意図の妥当性

［有効性⑤の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・補助金又は負担金が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
本年度においては、永水小学校が米国からの留学生の受け
入れを行い、児童の国際交流・異文化交流においての成果
が期待される。また、このことが新聞にも取り上げられたため、
市外、市内の児童・保護者の当制度に対する関心が生まれ、
今後の利用者が増えることが期待される。

本制度に関心を持ってもらえるよう広報活動を一層充実させることで、利用者の増が期
待される。
また、市内居住児童の受け入れや特認校制度との連携より更に特色ある事業への展開
が期待される。

評価シート ＜補助金・負担金用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

特になし。学校の近くに職場が少ない地域にある学校か
らは，交通手段の確保の要望がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

職場体験に参加した児童生徒の変容が注目され，必
要性がさらに高まっており，特に文部科学省は５日間
連続の職場体験学習を推進している。本市において
も５日間連続実施を推進している。

210

（決算） （予算）
①

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

 一般財源

0

0

0

3

90 92

イ

学校・家庭・地域と連携して教育活動を行っ
た学校の割合

％ 91

1,083

（見込）
23年度

1,300

2

単位

23年度

89

21年度

校

（見込）
22年度

（実績）

市内１２中学校で２年生あるいは３年生を対象
に職場体験学習を実施する。実施予定の事業
所はのべ３０２である。

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

20年度

1,300ア 1,342人

事業所

 ③ 対 　象

ア 市内中学生

301

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

20年度

人

22年度

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

市内中学生の数

予
算
科
目

中学校費 ）

教育費

会計

15

根拠法令・
条例等

一般会計

771411

（実績） （見込）
20年度

96勤労観、職業観の向上した生徒の割合

地域の教育力を学校教育に活用
する。

ア

 ⑦ 結 　果
（どんな結果に
     結び付けるのか）

ア

イ

（実績）

勤労観・職業観を育成する

1,324 1,300

 ⑤ 意　 図  ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

96

21年度
（実績）

単位

％

20年度 21年度 22年度
（実績）

職場体験学習に協力した事業所数

（見込）
21年度

（見込）

目

401

参加生徒数

主
な
活
動

1,083

 ① 手　段　（事務事業の概要）

市内１３中学校が市内のべ４０１事業所で職場
体験学習を実施し，１３４２名の中学生が参加
した。

イ

コード

1

単年度のみ

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

2 教育振興費

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5083

指導事務Ｇ

特色ある教育活動と開かれた学校づくり

事業
期間

1,300

302 305

年度～）

23年度
単位

（実績）

　地域に学び，ともに生きる心や感謝の心を育み，自立性を高めるなど，学校では体験できない
様々な活動に挑戦し，「生きる力」を育成することを目的に市内各種事業所で職場体験学習を実施
する。
　子どもたちが将来の職業を意識し，自分の進路を選択・決定できる能力を育成し，社会人・職業人
として自立していくために必要な職業観や勤労観を育てるための事業である。（平成22年度から成
果指標を見直す。併せて基本事業を変更する。）

10098

（見込）
23年度
（見込）

22年度

（見込）

2 2

決
算
額

 予算合計

0

210

0

関連計画

210

210

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

勤労観・職業観を育成する

ウ

５日間連続で実施できた学校数

イ

 当初予算額

 補正予算額

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

ウ

単位：千円

21年度 22年度

非正規雇用者が増加するなど雇用環境の変化
やフリーターやニートと言われる若者の増加が
社会問題となっている中，子どもたちに望まし
い勤労観や職業観を育成する観点から，職場
体験学習が開始された。

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

 支出合計

 その他

3

 国庫補助金

評価対象年度  平成 21年度

771411
事　務
事業名

事 務 事 業 評 価 表

キャリア教育支援事業

政策名

事務事業
コード

10

項

施策名

基本事業名

款

4

3

4

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

3

学校教育課

担 当 部

基本シート



第６回

第８回

2103 3 210 210 210

合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計 単独 補助単独 補助

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

25 積 立 金

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

貸 付 金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

14

12 役 務 費

通信運搬費

使用料及び賃借料

広 告 料

8 報 償 費

10

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

修 繕 料

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

交 際 費

食 料 費

燃 料 費

9 旅 費

11 需 用 費

光 熱 水 費

事務事業
コード

事　務
事業名

単位：千円

印刷製本費

消 耗 品 費

771411
教育部

担 当 課 学校教育課
キャリア教育支援事業

担 当 部

210210 2103 3 210

辺 地 債

国

県

3

財
源
内
訳

計 3

過 疎 債

合併特例債

210210

210

210

3 210 210 210

国

県

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

3 210

平
成

21

補助率

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回 　　

年
度

210 千円当 初 予 算

第２回

210 千円

　　

補 助 基 本 額

第５回

　　

第７回

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

　　

予 算 合 計

　　第３回

第４回

（９月）

（６月）

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
５日間連続実施が可能な学校は、受入れ事業所の理解を得られるよう積極的に働きか
ける。

平成２３年度の計画を検討する際、５日間連続実施の可能性
を学校ごとに検討する。（当該年度から即、３日を５日へ変更
することは不可能である。）

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

キャリア教育支援事業

結びついている　

見直す必要がある　

☐見直す必要がある　

評価理由

事　務
事業名

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

771411

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

政策体系との整合性

受入れ事業所の理解や生徒の交通手段が確保できる学校から、５日間連続実施を
試みる必要がある。

すべての中学校で実施しているので，公平・公正である。

教育委員会としての業務は各学校への指導、助言が主なもの
であり、直接的に本事業へは関わっていない。

他に手段がない

すべての中学校で５日間連続実施ができるように関係機関や関
係団体と連携を図る必要がある。

評価

対象を見直す必要がある

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

B
 
有
効
性
評
価

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

効率性改善（コスト削減）　

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

教育活動の一環であるため妥当である。

対象は市内の中学生すべてとしており、かつ、望ましい職業観
の醸成を意図としているため適切である。

生徒に望ましい勤労観，職業観を身に付けさせることで，将来
に夢や目標を抱き，その実現を目指す意欲の高揚を図ることが
できる。

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

☐

実際にそれぞれの職場で仕事をする機会を得ることは、中学生
にとってかけがえのない体験であるため、大きな影響がある。

成果の向上余地

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事務事業
コード

対象・意図の妥当性

☐

意図を見直す必要がある

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

事業費の削減余地

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

影響がない

■

■
類似事業との統廃合・連携の可能性

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

受益機会・費用負担の適正化余地

事業統合・連携　

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由（１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

現在でも各事業所の好意に支えられて事業を展開しており、事
業費の削減余地はない。

人件費（延べ業務時間）の削減余地

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性⑥の結果］

［有効性④の結果］

評価シート ＜一般用＞



＜施設整備・設備整備・道路整備用＞ 様式３

（ ～ ）

　（２）事業費

（ ～ ）

増

増

増

　

　

　

減

増

事業
期間

電波法

平成 年度　～　平成 22 年度

事務事業
コード

106

前年度比較
（B）-（A）

25%

20

根拠法令・
条例等

項

③
事業に対する議会から出された
意見

目

コード

事業に対する意見・要望
　（誰からの意見か明記）

地上デジタル放送へ移行するにあたっ
ての対策について、万全を期すよう求め
られている。

---

テレビ共聴施設改修工事

平成26年度以降

100

---

6,660

単位：千円

平成22年度

2%

100 2%

1,264 64%

計画

2%6,660支 出 合 計

一 般 財 源

そ の 他

地 方 債

6,554

4,589

1,965

6,560

平成20年度までの･実施状況

実施設計

5,1945,194

県 支 出 金

平成25年度

国

そ の 他

3,229

3,431

国 庫 補 助 金

地上デジタル放送の教育番組を学習に活用でき
る。

合 併 特 例 債

H 20 H 22

辺 地 債

過 疎 債

イ

H 22

全体計画

調査及び実施設計
テレビ共聴施設改修工事

全体計画 平成21年度

H 21年度

県

地 方 債

42-1111

教育部

教育総務課

電 話 番 号

実施設計
テレビ共聴施設改修工事

実績

款

教育施設Ｇ

担 当 課

5073

会計

事　務
事業名

内 線 番 号教育環境の整備

施策名

基本事業名

学校施設地上デジタル放送対策事業770410

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実

4

1

5

政策名

評価対象年度  平成 21年度

担 当 部

3 学校施設整備費

一般会計

2

グ ル ー プ

教育費

小学校費

10

計画
平成24年度平成23年度

（誰、何を対象にしているのか）

平成１３年の電波法改正により、現在の地上テレビのアナログ放送
は、平成２３年７月をもって終了することになった。これに伴い小中学
校においても情報の確保及び授業に活用するという観点から地上
デジタル放送に円滑に移行するため、設備の設計・改修等を企画し
た。

関連計画

合計補助

計画

H 20

単独 当初予算額

単位：千円

計画

補正予算額

予 算 合 計

１．現状把握　　（１）事務事業の目的　　＜Do＞

（対象をどうしたいのか） ③ 対　象  ④ 意　図

 ① ②

ア

学校から円滑なデジタル対応を求めら
れている。

計

一 般 財 源

13,624410 13,214

8,430

6,560

予
算
科
目

770410

8,020

事業開始の理由及び事業の概要

410

適切な教育環境で教育が受けられる。

 ⑤ 結　果 （どんな結果に結びつけるのか）

事務事業評価表

▲ 1,158

H 22年度

6,660

決算 (A) 計画 (B)

計画

児童

基本シート



（ ～ ）

＜補正予算内訳＞ 単位：千円

事業内容
事 業 量

調査及び実施設計
テレビ共聴施設改修工事

実施設計 実施設計
テレビ共聴施設改修工事

単独 補助 合計 補助 合計

事　務
事業名

770410 学校施設地上デジタル放送対策事業

区　　分
H 20 H 22

事務事業
コード

平成20年度までの
実施状況

全体計画

単位：千円

（実績） （計画）

テレビ共聴施設改修工事

1/2

3,431 3,431

6,660 6,660

3,229 3,229

6,660 6,660

6,660 6,660

平成22年度

単独 補助 合計

1/2

6,554

5,354

4,589

6,554410

4,589

　　第５回

第６回

　　第４回

6,554 6,554

1,965 1,965

6,060 6,060

494 494

-
-

410

第２回

第１回

　　

410 410

410 410

410 410

単独 補助 合計

平成21年度

単独

-
-

410 13,214 13,624

第３回合　　　計

-補 助 基 本 額

当初予算

補正予算 　　

　　6,560

　　6,560

6,458-
第７回

第８回

県

地 方 債

そ の 他

過 疎 債

8,430

辺 地 債

合併特例債

平成21年度予算の状況

財
源
内
訳

計 410 13,214

国

国

県

410 8,020一 般 財 源

13,624

補助率

5,194 5,194

12,720 12,720

410 494 904

11 需 用 費

印刷製本費

10 交 際 費

9 旅 費

広 告 料

手 数 料

担 当 部 教育部

担 当 課 教育総務課

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

3 職員手当等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

賃 金

8 報 償 費

保 険 料

12 役 務 費

通信運搬費

修 繕 料

7

13 委 託 料

15 工事請負費

16 原 材 料 費

14 使用料及び賃借料

17 公有財産購入費

18 備品購入費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

計

27 公 課 費

財務シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①政策体系との整合性
■結びついている　
☐見直す必要がある　

②
■妥当である

③目標達成度
■順調に進捗している
☐遅れている

④廃止・休止の成果への影響
■影響がある
☐影響がない

⑤事業費の削減余地
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑥
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑦
■公平・公正である
☐見直す必要がある　

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐廃止　　　 　　

☐休止　　　 　　

☐有効性改善

☐効率性改善（コスト削減）　

☐公平性改善　

■現状維持・継続　⇒（２）具体的な改善計画は不要

 （２）具体的な改善計画　 （又は廃止・休止すべきとした場合の理由）

［有効性③④の結果］

 （１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

・この事業の目的は基本事業の意図（基
本シートの結果）に結びつくか？

・整備目標に対して事業は順調に進ん
でいるか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

平成２０・２１年度に実施設計平成２１年度に改修
工事を計画どおり行っている。

既存の設備等で使用できるものは、そのまま使用し
極力コストを抑えた工法で工事を発注しようとして
おり、これ以上の削減余地はない。

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）

平成２３年７月２４日でアナログ放送が終了するた
め、テレビの視聴ができなくなる。

教育部
770410 学校施設地上デジタル放送対策事業

教育総務課
事　務
事業名

評価 評価理由

デジタル放送に対応することで、台風・地震等の情報が得
やすくなり、安全・安心な教育環境で授業が受けられること
や、授業の教材としての活用もでき、適切な教育環境が確
保できることに結びつく。

市立の教育施設であり、市が管理者であるため。

市立の学校施設の整備であり、受益者負担を求め
る事業には該当しない。

事務事業
コード

総
　
　
括

　（２）全体総括（振り返り、反省点）

 Ｄ  公平性評価

　C 効率性

　D 公平性

担 当 部
担 当 課

 Ｃ  効率性評価

　A 目的妥当性

 （１）１次評価者（課長）としての評価結果

　B 有効性
年次計画に沿って事業を遂行できた。

公共関与の妥当性
 Ａ  目的妥当性
　　　  　 評価

・事務事業を廃止又は休止した場合にど
のような影響があるか？

 Ｂ  有効性評価

☐見直す必要がある

・この事業をなぜ市が行わなければなら
ないのか？
・税金を投入して、達成する目的か？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務
時間を削減できないか？

工事管理業務を外部委託する方法はあるが、事業
費の削減の視点から無理があり、担当職員の業務
時間の削減はできない。

［公平性⑦の結果］

［効率⑤⑥の結果］

・事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？

受益機会・費用負担の適正化余地

評価シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



＜施設整備・設備整備・道路整備用＞ 様式３

（ ～ ）

　（２）事業費

（ ～ ）

増

減

増

　

　

　

減

減

事務事業評価表

▲ 1,171

H 22年度

2,500

決算 (A) 計画 (B)

計画

生徒

関連計画

単位：千円 単位：千円

適切な教育環境で教育が受けられる。

 ⑤ 結　果 （どんな結果に結びつけるのか）

計画

予
算
科
目

770610

3,747

事業開始の理由及び事業の概要

357 4,104

ア

イ

地上デジタル放送の教育番組を学習に活用でき
る。

計

一 般 財 源

6,028357 5,671

 ④ 意　図

 ① ②

学校から円滑なデジタル対応を求めら
れている。

（誰、何を対象にしているのか）

平成１３年の電波法改正により、現在の地上テレビのアナログ放送
は、平成２３年７月をもって終了することになった。これに伴い小中学
校においても情報の確保及び授業に活用するという観点から地上
デジタル放送に円滑に移行するため、設備の設計・改修等を企画し
た。

10

計画
平成24年度

合計補助

計画

H 20

単独

平成23年度

評価対象年度  平成 21年度

担 当 部

3 学校施設整備費

一般会計

2

グ ル ー プ

教育費

中学校費

施策名

基本事業名

学校施設地上デジタル放送対策事業770610

快適で魅力あるまちづくり

地域情報化の推進

1

3

1

政策名

款

教育施設Ｇ

担 当 課

5073

会計

事　務
事業名

内 線 番 号地域情報化基盤の整備

42-1111

教育部

教育総務課

電 話 番 号

１．現状把握　　（１）事務事業の目的　　＜Do＞

地 方 債

H 22

全体計画

調査及び実施設計
テレビ共聴施設改修工事

（対象をどうしたいのか） ③ 対　象

県

実施設計
テレビ共聴施設改修工事

予 算 合 計

全体計画 平成21年度

H 21年度

平成20年度までの･実施状況

実施設計

平成25年度

実績

合 併 特 例 債

H 20 H 22

辺 地 債

過 疎 債

国

そ の 他

1,212

1,288

国 庫 補 助 金

1,9241,924

3,171

当初予算額

補正予算額

2,310

861

2,459

712

県 支 出 金

21%2,500支 出 合 計

一 般 財 源

そ の 他

地 方 債

3,171

平成22年度

8%

▲ 671 21%

500 70%

計画

---

テレビ共聴施設改修工事

平成26年度以降

190

---

2,500

項

③
事業に対する議会から出された
意見

目

コード

事業に対する意見・要望
　（誰からの意見か明記）

地上デジタル放送へ移行するにあたっ
ての対策について、万全を期すよう求め
られている。

事務事業
コード

▲ 671

前年度比較
（B）-（A）

48%

20

根拠法令・
条例等

事業
期間

電波法

平成 年度　～　平成 22 年度

基本シート



（ ～ ）

＜補正予算内訳＞ 単位：千円

計

27 公 課 費

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

22 補償補填及び賠償金

17 公有財産購入費

18 備品購入費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

保 険 料

13 委 託 料

15 工事請負費

16 原 材 料 費

14 使用料及び賃借料

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

7 賃 金

8 報 償 費

修 繕 料

交 際 費

9 旅 費

1 報 酬

2 給 料

3 職員手当等

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

11 需 用 費

10

広 告 料

手 数 料

担 当 部 教育部

担 当 課 教育総務課

357 420 777

5,251 5,251

357 5,671 6,028

1,924

国

県

357 3,747一 般 財 源

補助率

財
源
内
訳

計 357 5,671

国

県

地 方 債

そ の 他

過 疎 債

1,924

辺 地 債

合併特例債

--補 助 基 本 額

平成21年度予算の状況

-
-

6,028

第７回

第８回

861 　　第４回

　　

861

3,171

第５回

2,310

第６回第３回合　　　計

当初予算

補正予算

4,104

　　

単独 補助 合計

平成21年度

単独

357 357

357 357

357

357 357

　　

357

-
-

第２回

第１回

420 420

2,751 2,751

3,171 3,171

712 712

3,171

2,459

1,424

　　

2,459

3,171

―

平成22年度

単独 補助 合計

1/2

2,500 2,500

2,500 2,500

1,212 1,212

2,500 2,500

―

2,424

　　

　　

（実績） （計画）

テレビ共聴施設改修工事

1/2

1,288 1,288

事　務
事業名

770610 学校施設地上デジタル放送対策事業

区　　分
H 20 H 22

事務事業
コード

平成20年度までの
実施状況

全体計画

単位：千円

事業内容
事 業 量

調査及び実施設計
テレビ共聴施設改修工事

実施設計 実施設計
テレビ共聴施設改修工事

単独 補助 合計 補助 合計

財務シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①政策体系との整合性
■結びついている　
☐見直す必要がある　

②
■妥当である

③目標達成度
■順調に進捗している
☐遅れている

④廃止・休止の成果への影響
■影響がある
☐影響がない

⑤事業費の削減余地
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑥
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑦
■公平・公正である
☐見直す必要がある　

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐廃止　　　 　　

☐休止　　　 　　

☐有効性改善

☐効率性改善（コスト削減）　

☐公平性改善　

■現状維持・継続　⇒（２）具体的な改善計画は不要

市立の学校施設の整備であり、受益者負担を求め
る事業には該当しない。

 （２）具体的な改善計画　 （又は廃止・休止すべきとした場合の理由）

人件費（延べ業務時間）の削減余地

［公平性⑦の結果］

［効率⑤⑥の結果］

 Ｂ  有効性評価

☐

・事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？

受益機会・費用負担の適正化余地

　A 目的妥当性

 （１）１次評価者（課長）としての評価結果

　B 有効性
年次計画に沿って事業を遂行できた。

見直す必要がある

・この事業をなぜ市が行わなければなら
ないのか？
・税金を投入して、達成する目的か？

 Ａ  目的妥当性
　　　  　 評価

・事務事業を廃止又は休止した場合にど
のような影響があるか？

・この事業の目的は基本事業の意図（基
本シートの結果）に結びつくか？

・整備目標に対して事業は順調に進ん
でいるか？

事務事業
コード

総
　
　
括

　（２）全体総括（振り返り、反省点）

 Ｄ  公平性評価

　C 効率性

　D 公平性

担 当 部
担 当 課

 Ｃ  効率性評価

770610 学校施設地上デジタル放送対策事業
教育総務課

公共関与の妥当性

評価 評価理由

デジタル放送に対応することで、台風・地震等の情報が得やすくな
り、安全・安心な教育環境で授業が受けられることや、授業の教材と
しての活用もでき、適切な教育環境が確保できることに結びつく。

市立の教育施設であり、市が管理者であるため。

事　務
事業名

教育部

［有効性③④の結果］

 （１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

平成２０・２１年度に実施設計平成２１年度に改修
工事を計画どおり行っている。

既存の設備等で使用できるものは、そのまま使用し
極力コストを抑えた工法で工事を発注しようとして
おり、これ以上の削減余地はない。

工事管理業務を外部委託する方法はあるが、事業
費の削減の視点から無理があり、担当職員の業務
時間の削減はできない。

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）

平成２３年７月２４日でアナログ放送が終了するた
め、テレビの視聴ができなくなる。

・やり方を工夫して事務事業に係る業務
時間を削減できないか？

評価シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



＜施設整備・設備整備・道路整備用＞ 様式３

（ ～ ）

　（２）事業費

（ ～ ）

増

増

　

　

　

　

増

増

事務事業評価表

5,121

H 22年度

16,000

決算 (A) 計画 (B)

計画

児童、生徒

関連計画

単位：千円 単位：千円

適切な教育環境で教育が受けられる。(教育環境
が整う）

 ⑤ 結　果 （どんな結果に結びつけるのか）

計画

45,87945,879

45,879 45,879

計

一 般 財 源

予
算
科
目

770414

事業開始の理由及び事業の概要

１．現状把握　　（１）事務事業の目的　　＜Do＞

（対象をどうしたいのか） ③ 対　象  ④ 意　図

 ① ②

保護者から不審者対策に万全を期して
ほしいという声がある。

（誰、何を対象にしているのか）

市内小中学校においては、門扉やフェンスがない所がある。昨今の
学校への不法侵入事件の報道等を鑑みると、早急な対応が必要で
あり、速やかに整備を進める。

10,880

当初予算額

補正予算額

予 算 合 計

10

計画
平成24年度

合計補助

計画

H 21

単独

平成23年度

小学校　　4　校

評価対象年度  平成 21年度

担 当 部

3 学校施設整備費

一般会計

2

グ ル ー プ

教育費

小学校費

施策名

基本事業名

門扉及びフェンス工事770414

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実

4

1

5

政策名

款

教育施設グループ

担 当 課

5075

会計

事　務
事業名

内 線 番 号教育環境の整備

42-1111

教育部

教育総務課

電 話 番 号

小学校　　3　校
中学校　　2　校

実績

県

地 方 債

ア

イ

H 24

全体計画

小学校　20　校
中学校　8　校

全体計画

小学校　　6　校
中学校　　2　校

平成21年度

学校生活での安全性を確保する。

合 併 特 例 債

H 21 H 24

辺 地 債

過 疎 債

国

そ の 他

16,000

国 庫 補 助 金

平成20年度までの･実施状況

県 支 出 金

平成25年度

H 21年度

10,879

16,000

10,879

10,880

47%16,000支 出 合 計

一 般 財 源

そ の 他

地 方 債

平成22年度

47%

5,120 47%

計画

---

小学校　　7　校
中学校　　4　校

平成26年度以降

5,120

---

項

③
事業に対する議会から出された
意見

目

コード

事業に対する意見・要望
　（誰からの意見か明記）

学校への不審者対策で、門扉やフェン
スの設置が必要との意見があった。

事務事業
コード

5,121

前年度比較
（B）-（A）

47%

21

根拠法令・
条例等

事業
期間

平成 年度　～　平成 24 年度

基本シート



２　評価の部　＜SEE＞

①政策体系との整合性
■結びついている　
☐見直す必要がある　

②
■妥当である

③目標達成度
■順調に進捗している
☐遅れている

④廃止・休止の成果への影響
■影響がある
☐影響がない

⑤事業費の削減余地
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑥
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑦
■公平・公正である
☐見直す必要がある　

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐廃止　　　 　　

☐休止　　　 　　

☐有効性改善

☐効率性改善（コスト削減）　

☐公平性改善　

■現状維持・継続　⇒（２）具体的な改善計画は不要

・事務事業を廃止又は休止した場合にど
のような影響があるか？

［公平性⑦の結果］

［効率⑤⑥の結果］

・やり方を工夫して事務事業に係る業務
時間を削減できないか？

工事管理業務を外部発注する方法も考えられる
が、事業費の削減の視点からは矛盾が生じる。よっ
て、担当職員が現場へ足を運ぶこととなるので削
減余地はない。

市立の学校施設の整備であり、受益者負担を求め
る事業には該当しない。

門扉やフェンスを整備することは、学校の出入口を
強固なものとするので、適切な教育環境の確保に
結びつく。

市立の教育施設であり、市が管理者であるため。

 Ｂ  有効性評価

☐見直す必要がある

・この事業をなぜ市が行わなければなら
ないのか？
・税金を投入して、達成する目的か？

対策工事を実施しないと、学校の安全確保ができ
ないので、適切な教育環境が確保されない。

公共関与の妥当性
 Ａ  目的妥当性
　　　  　 評価

教育部
教育総務課

事　務
事業名

評価 評価理由

・事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？

受益機会・費用負担の適正化余地

　A 目的妥当性

 （１）１次評価者（課長）としての評価結果

　B 有効性

 Ｃ  効率性評価

年次計画に沿って順調に工事が遂行できた。

770414 門扉及びフェンス工事
事務事業
コード

総
　
　
括

　（２）全体総括（振り返り、反省点）

 Ｄ  公平性評価

　C 効率性

　D 公平性

担 当 部
担 当 課

・この事業の目的は基本事業の意図（基
本シートの結果）に結びつくか？

・整備目標に対して事業は順調に進ん
でいるか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

計画に沿って順調に整備を行っている。

事業費については、なるべくコストを抑えた資材で
積算を行っており、これ以上削減の余地はない。

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）

 （２）具体的な改善計画　 （又は廃止・休止すべきとした場合の理由）

［有効性③④の結果］

 （１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

評価シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



＜施設整備・設備整備・道路整備用＞ 様式３

（ ～ ）

　（２）事業費

（ ～ ）

減

減

減

　

減

　

減

減▲ 269,415

前年度比較
（B）-（A）

100%▲ 9,252

▲ 175,700 100%

事業に対する議会から出された
意見

計画

目

コード

事業に対する意見・要望
　（誰からの意見か明記）

特になし。

根拠法令・
条例等

③

項

②

生徒の安全確保、学習しやすい環境づくりのため校舎改築を行う。

---

平成26年度以降

平成22年度

---

単位：千円

▲ 272,910

一 般 財 源 9,252

175,700

269,415

そ の 他

地 方 債

100%

▲ 272,910 100%

▲ 84,463 100%

100%支 出 合 計

県 支 出 金

平成25年度

当初予算額

84,463

272,910

H 21年度 H 22年度

国 庫 補 助 金

589,400

計画
平成24年度平成23年度

そ の 他

合 併 特 例 債

394,241394,241

辺 地 債

過 疎 債

全体計画
単位：千円

国

県

地 方 債 589,400

42-1111

教育部

教育総務課

電 話 番 号

教育施設Ｇ

担 当 課

担 当 部

5073

会計

事　務
事業名

内 線 番 号

牧園中学校校舎改築事業

19 21 年度

事務事業
コード

平成

770612

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実

4

1

評価対象年度  平成 21年度 事務事業評価表

中学校費

10 教育費

施策名

基本事業名 5

事業
期間款

年度　～　平成

関連計画

政策名

3 学校施設整備費

一般会計

3

グ ル ー プ

教育環境の整備

 ④ 意　図

ア

 ③ 対　象

イ

単独

（誰、何を対象にしているのか）

 ① 

実施設計
地質調査
校舎改築
校舎解体
さく井

全体計画

H 21

事業開始の理由及び事業の概要

（対象をどうしたいのか）

計

一 般 財 源

1,014,7261,014,726

31,08531,085

補助

計画

H 19

適切な教育環境で教育が受けられる。

計画

校舎（北棟）改築
既設北棟解体

実績
平成21年度

589,400

 ⑤ 結　果 （どんな結果に結びつけるのか）

272,910

予
算
科
目

770612

補正予算額

予 算 合 計

１．現状把握　　（１）事務事業の目的　　＜Do＞

生徒により良い環境で学習に専念させ
たいという保護者の願いがある。

合計

決算 (A) 計画 (B)

計画

牧園中学校の生徒

実施設計
地質調査
校舎改築
校舎解体
さく井

学校生活での安全性を確保する。

H 19 H 21
平成20年度までの･実施状況

基本シート



（ ～ ）

＜補正予算内訳＞ 単位：千円

事業内容
事 業 量

実施設計
地質調査
校舎改築
校舎解体
さく井

実施設計
地質調査
校舎改築
校舎解体
さく井

校舎（北棟）改築
既設北棟解体

単独 補助 合計 補助 合計単独

事　務
事業名

770612 牧園中学校校舎改築事業

区　　分
H 19 H 21

事務事業
コード

平成20年度までの
実施状況

全体計画

単位：千円

第７回

平成22年度

単独 補助 合計

745,311

9,252

5.5/10

269,415

153,570

9,252

269,415

　　第５回

第６回

　　第４回

21,833

413,700

84,463

175,700 175,700

175,700 175,700

269,415 269,415

84,463

264,879 264,879

4,536 4,536

745,311

5.5/10,1/3

第２回

第１回

　　

413,700413,700

21,833

413,700

745,311 745,311

309,778 309,778

721,080 721,080

24,231 24,231

補助 合計

（計画）

平成21年度

単独

（実績）

補 助 基 本 額

当初予算

補正予算

563,531

平成21年度予算の状況

第３回合　　　計

1,014,726 1,014,726

589,400

　　

　　272,910

　　272,910

6,458

合併特例債

第８回

5.5/10

589,400

1,014,726

国

県

地 方 債

そ の 他

過 疎 債

31,085

辺 地 債

1,014,726

589,400

国

県

31,085一 般 財 源

補助率

財
源
内
訳

計

589,400

-

394,241 394,241

985,959 985,959

28,767 28,767

印刷製本費

手 数 料

担 当 部 教育部

担 当 課 教育総務課

交 際 費

7

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

10

9 旅 費

11 需 用 費

3 職員手当等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

賃 金

8 報 償 費

保 険 料

12 役 務 費

通信運搬費

修 繕 料

広 告 料

13 委 託 料

15 工事請負費

16 原 材 料 費

14 使用料及び賃借料

17 公有財産購入費

18 備品購入費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

計

27 公 課 費

財務シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①政策体系との整合性
■結びついている　
☐見直す必要がある　

②
■妥当である

③目標達成度
■順調に進捗している
☐遅れている

④廃止・休止の成果への影響
■影響がある
☐影響がない

⑤事業費の削減余地
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑥
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑦
■公平・公正である
☐見直す必要がある　

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐廃止　　　 　　

☐休止　　　 　　

☐有効性改善

☐効率性改善（コスト削減）　

☐公平性改善　

■現状維持・継続　⇒（２）具体的な改善計画は不要

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）

・やり方を工夫して事務事業に係る業務
時間を削減できないか？

工事管理業務を外部委託する方法はあるが、事業
費の削減の視点から無理があり、担当職員の業務
時間の削減はできない。

 （２）具体的な改善計画　 （又は廃止・休止すべきとした場合の理由） （１）評価結果にもとづく今後の方向性

評価理由

校舎の耐震性を確保することは、適切な教育環境で教育を受けられ
ることに結びついている。

市立の教育施設であり、市が管理者であるため。

指名競争入札も導入済みであり、これ以上の削減
余地はない。

担 当 部
担 当 課

 Ｃ  効率性評価

教育部
770612 牧園中学校校舎改築事業

教育総務課
事　務
事業名

評価

改築工事を実施しないと、学校の安全確保ができ
ないので、適切な教育環境が確保されない。

　D 公平性

　A 目的妥当性

事務事業
コード

総
　
　
括

 Ｄ  公平性評価

　C 効率性

公共関与の妥当性

・この事業の目的は基本事業の意図（基
本シートの結果）に結びつくか？

・整備目標に対して事業は順調に進ん
でいるか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

 Ａ  目的妥当性
　　　  　 評価

・事務事業を廃止又は休止した場合にど
のような影響があるか？

 Ｂ  有効性評価

☐見直す必要がある

・この事業をなぜ市が行わなければなら
ないのか？
・税金を投入して、達成する目的か？

平成２１年度で改築工事を終えた。

［公平性⑦の結果］

［効率⑤⑥の結果］

年次計画に沿って事業を遂行できた。

［有効性③④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

・事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？

受益機会・費用負担の適正化余地

 （１）１次評価者（課長）としての評価結果

　B 有効性

市立の学校施設の整備であり、受益者負担を求め
る事業には該当しない。

　（２）全体総括（振り返り、反省点）

評価シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



＜施設整備・設備整備・道路整備用＞ 様式３

（ ～ ）

　（２）事業費

（ ～ ）

増

増

増

　

増

　

増

増

201,000 232%

事業に対する議会から出された
意見

前年度比較
（B）-（A）

計画

事業に対する意見・要望
　（誰からの意見か明記）

特になし。

平成22年度

③

 ⑤ 結　果 （どんな結果に結びつけるのか）

22 年度平成 年度　～　平成

---

屋内運動場改築
プール改築
グラウンド整備
外構整備
太陽光発電
壁画

単位：千円

---

432,226 284,406

計画 (B)

432,226 286,444

228%

287,700

10,5454,623

86,700

192%

284,406 192%

74,899 138%

196%

147,820当初予算額

54,459

382,900

支 出 合 計

一 般 財 源

そ の 他

地 方 債

145,782

183,817183,817

県 支 出 金

129,358

147,820

補正予算額

予 算 合 計 432,226

15,168

国 庫 補 助 金

382,900

国

そ の 他

合 併 特 例 債

H 20 H 22

辺 地 債

過 疎 債

H 21年度
単位：千円

平成20年度までの･実施状況

屋内運動場、グラウンド、プールを快適に利用で
きる。

実施設計
地質調査

平成25年度

H 22

全体計画

実施設計
地質調査
屋内運動場改築
プール改築
グラウンド整備他

計画
平成24年度平成23年度

H 22年度

県

地 方 債 382,900

42-1111

教育部

教育総務課

電 話 番 号

5073

会計

事　務
事業名

内 線 番 号

牧園中学校プール・グラウンド整備事業

20

事務事業
コード

教育施設Ｇ

担 当 課

教育環境の整備

770614

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実

4

1

根拠法令・
条例等

目

コード

教育費

施策名

基本事業名 5

関連計画

項

事業
期間款

中学校費

10

政策名

評価対象年度  平成 21年度

担 当 部

3 学校施設整備費

一般会計

3

グ ル ー プ

予
算
科
目

770614

 ① ②

生徒の安全確保、学習しやすい環境づくりのため屋内運動場、プー
ル、グラウンドの整備を行う。

イ

（対象をどうしたいのか） ③ 対　象  ④ 意　図

事業開始の理由及び事業の概要

（誰、何を対象にしているのか）

全体計画

適切な教育環境で教育が受けられる。

計画

屋内運動場改築
既設屋内運動場解体

実績
平成21年度

平成26年度以降

ア

計画

計

一 般 財 源

586,957586,957

20,24020,240

１．現状把握　　（１）事務事業の目的　　＜Do＞

生徒により良い環境で学習に専念させ
たいという保護者の願いがある。

合計

事務事業評価表

決算 (A)

牧園中学校の生徒

補助

計画

H 20

単独

基本シート



（ ～ ）

＜補正予算内訳＞ 単位：千円

事業内容
事 業 量

実施設計
地質調査
屋内運動場改築
プール改築
グラウンド整備他

実施設計
地質調査

屋内運動場改築
既設屋内運動場解体

単独 補助 合計 補助 合計単独

事　務
事業名

770614 牧園中学校プール・グラウンド整備事業

区　　分
H 20 H 22

事務事業
コード

平成20年度までの
実施状況

全体計画

単位：千円

15,168 15,168

432,226 432,226

5.5/10,1/3

第７回

287,700 287,700

287,700 287,700

432,226 432,226

129,358 129,358

420,226 420,226

12,000 12,000

平成22年度

単独 補助 合計

8,949

4,623

5.5/10

145,782

99,016

4,623

145,782

　　第５回

第６回

　　第４回

449

8,500

54,459

86,700 86,700

86,700 86,700

145,782 145,782

54,459

140,952 140,952

4,830 4,830

8,949

-
-

第２回

第１回

　　

8,5008,500

449

8,500

8,949 8,949

8,949 8,949

補助 合計

（計画）

屋内運動場改築
プール改築
グラウンド整備
外構整備
太陽光発電
壁画

平成21年度

単独

（実績）

補 助 基 本 額

当初予算

補正予算

-
平成21年度予算の状況

第３回合　　　計

586,957 586,957

382,900

　　

　　147,820

　　147,820

329,391

合併特例債

第８回

-
-

382,900

586,957

国

県

地 方 債

そ の 他

過 疎 債

20,240

辺 地 債

586,957

382,900

国

県

20,240一 般 財 源

補助率

財
源
内
訳

計

382,900

-

183,817 183,817

561,178 561,178

25,779 25,779

印刷製本費

手 数 料

担 当 部 教育部

担 当 課 教育総務課

交 際 費

7

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

10

9 旅 費

11 需 用 費

3 職員手当等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

賃 金

8 報 償 費

保 険 料

12 役 務 費

通信運搬費

修 繕 料

広 告 料

13 委 託 料

15 工事請負費

16 原 材 料 費

14 使用料及び賃借料

17 公有財産購入費

18 備品購入費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

計

27 公 課 費

財務シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①政策体系との整合性
■結びついている　
☐見直す必要がある　

②
■妥当である

③目標達成度
■順調に進捗している
☐遅れている

④廃止・休止の成果への影響
■影響がある
☐影響がない

⑤事業費の削減余地
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑥
■削減余地がない
☐削減余地がある

⑦
■公平・公正である
☐見直す必要がある　

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

■適切 ☐見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐廃止　　　 　　

☐休止　　　 　　

☐有効性改善

☐効率性改善（コスト削減）　

☐公平性改善　

■現状維持・継続　⇒（２）具体的な改善計画は不要

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）

・やり方を工夫して事務事業に係る業務
時間を削減できないか？

工事管理業務を外部委託する方法はあるが、事業
費の削減の視点から無理があり、担当職員の業務
時間の削減はできない。

 （２）具体的な改善計画　 （又は廃止・休止すべきとした場合の理由） （１）評価結果にもとづく今後の方向性

評価理由

校舎と一体的に周辺施設を整備することは、適切な教育環境で教育
を受けられることに結びついている。

市立の教育施設であり、市が管理者であるため。

指名競争入札も導入済みであり、これ以上の削減
余地はない。

担 当 部
担 当 課

 Ｃ  効率性評価

教育部
770614 牧園中学校プール・グラウンド整備事業

教育総務課
事　務
事業名

評価

校舎と一体的に整備しないと、生徒の快適な施設
利用が実現できず、適切な教育環境が確保されな
い。

　D 公平性

　A 目的妥当性

事務事業
コード

総
　
　
括

 Ｄ  公平性評価

　C 効率性

公共関与の妥当性

・この事業の目的は基本事業の意図（基
本シートの結果）に結びつくか？

・整備目標に対して事業は順調に進ん
でいるか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

 Ａ  目的妥当性
　　　  　 評価

・事務事業を廃止又は休止した場合にど
のような影響があるか？

 Ｂ  有効性評価

☐見直す必要がある

・この事業をなぜ市が行わなければなら
ないのか？
・税金を投入して、達成する目的か？

平成２２年度で整備を終える予定である。

［公平性⑦の結果］

［効率⑤⑥の結果］

年次計画に沿って事業を遂行している。

［有効性③④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

［目的妥当性①②、有効性④の結果］

・事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？

受益機会・費用負担の適正化余地

 （１）１次評価者（課長）としての評価結果

　B 有効性

市立の学校施設の整備であり、受益者負担を求め
る事業には該当しない。

　（２）全体総括（振り返り、反省点）

評価シート ＜施設整備・設備整備・道路整備用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

教材が整った環境で学習できる児童生徒数

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

小・中学校教育振興事務

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

771320
771423

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・３

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア 必要な教材が整う

0

65,931

65,931

70,382

70,382

0

0

0

63,070

63,070

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

12,136 11,59612,028 11,752

年代～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

小学校３４校、中学校１３校に対し学校予算配
当。

事業
期間

一般会計

教育費

25,763

21年度

45,243

会計

30

小学校予算配当額

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

12,136人

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

22,037

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5086

学事Ｇ

771320・771423

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

（見込）
21年度 23年度

43,557 43,557

23,682 23,682

11,752

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

11,59612,028

％

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア 児童生徒 児童生徒数

イ

ウ

単位
23年度

91 91

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

千円

教育環境の整備

単位

地方教育行政法第２４条
地方自治法第１８０条の２

（実績） （見込）

人

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

千円

 ③ 対 　象

イ

ウ

中学校予算配当額

20年度

小学校３５校、中学校１３校に対し学校予算の
配当する事務

 ① 手　段　（事務事業の概要）

小学校３４校、中学校１３校に対し学校予算の配当する事務（平成22年度から成果指標を変更す
る。）
学校に配当される予算の主なものは、消耗品費・印刷製本費・備品購入費。

ア 41,034

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

92 92

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

適切な教育環境で教育が受けら
れる

教材備品等の充足率

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

地方公共団体の教育に関する予算執行の権
限委任。（地方教育行政法・地方自治法）

平成１７年の合併時において学校予算に関しては各
市町において均衡を欠く状況であったが、平成１８年
以降の予算編成において均衡に配慮した予算配当
がなされている。

特になし。児童生徒の保護者から、地域や学校の規模に
関わらず均衡の取れた教育環境の維持の要
望。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円
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予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

65,931 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

65,931 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

63,070 70,382

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 63,070

国

県

地 方 債

69,10070,382 69,100

69,10070,382 69,100

国

県

63,070

そ の 他

一 般 財 源 63,070 70,382

補助率

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

69,10070,382 69,10063,070 63,070 70,382

14,457 14,457 16,317 16,317 16,000 16,000

106106

106 106

5,269 5,269 5,158 5,158 5,100 5,100

48,00048,801 48,00043,344 43,344 48,801

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771320 771423 小・中学校教育振興事務

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

53,10048,613 48,613 53,959 53,959 53,100

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

■向上余地はない
（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

☐

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

各学校へは均等割、学級数割及び児童生徒数割により予算を
配当している。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

各学校へ限られた予算をいかに有効活用するか、コスト意識をもった予算執行を呼
びかけることができた。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

霧島市立小中学校において均衡の取れた教育環境を確保する
ため、学校の自主性を確保しつつ、教育振興活動が円滑に実
施されるようにより適切な予算の配当を行う。

地方教育行政法及び地方自治に定める教育委員会が行う事務
であるため、廃止の影響は計り知れない。

学校の教育活動において必要な予算を確保している。

予算の執行については、本庁集約を進めており、効率化を図っ
た。

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771320 771423

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

小・中学校教育振興事務

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
義務教育は無償であるため、市が主体的に行うことが妥当であ
る。

児童、生徒すべてが対象であり、学習に専念することを意図とし
ているので適切である。

児童、生徒の教材備品をそろえたり、学習に必要な消耗品を購
入したりする事務は、基礎、基本の定着に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

学校の統廃合により通学距離が長距離となっ
た場合の、遠距離通学補助事業（国庫補助事
業）にならって開始された事業。

牧園中学校の１２０名が全体の４割を占める。また、特
認通学児童生徒にも補助をしているが平成２０年度か
ら通常の遠距離通学者に比べ補助額を３分の２とす
ることで本来の補助のあり方を明確化するものであ
る。

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

教育を受ける機会が確保される
遠距離通学支援制度（スクールバス、定期代
補助等）を利用している児童・生徒数

270 270

遠距離通学見込児童生徒270人の保護者に
対し、12,646千円の通学費補助を行う。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

片道の通学距離が小学校４キロ、中学校６キロ以上で、霧島市立の小中学校へ通う児童生徒の保
護者に対し通学に係る費用を補助する。（校区外就学の認可を受けている場合は原則補助対象
外。ただし、特定の事情による校区外就学の場合（地理的理由・身体的理由等）は除く。）
【補助の内容】
①バス・ＪＲ等の公共交通機関を利用し通学する児童生徒
　各学期の期間において、最も経済的な方法で購入できる定期相当額を補助額とする。
②その他の通学方法の児童生徒
　通学距離に応じた補助額とする。

ア 107

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

人

 ③ 対 　象

156
校区の中学校まで片道6km以上
の通学距離を有する生徒

イ

ウ

補助金を交付した生徒数

20年度

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

同左　生徒数 人

単位

（見込）

人

教育環境の整備

単位

霧島市遠距離児童生徒通学費補助金に関する取扱要領

（実績） （見込）

人

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位
23年度

290 278

21年度
（見込）

22年度20年度

ア
校区の小学校まで片道4km以上
の通学距離を有する児童

同左　児童数

イ 　　　　　　　　　〃

ウ

人

イ

人

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

23年度
（見込）

163 150

120

150

107

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

120

（見込）
22年度

（見込）
21年度 23年度

120 120

150 150

771312・771414

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 41-1111

5086

学事Ｇ

）

134人

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

163

（実績）

156

21年度

134

会計

40

補助金を交付した児童数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

年代～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

遠距離通学対象児童生徒270人の保護者に
対し､11,698千円の通学費補助を行った。

事業
期間

一般会計

教育費

134

156 150

120107 120

163

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

0

0

0

0

11,698

11,698

-948 

11,698

12,646

12,646

12,646

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
保護者の経済的負担に関わらず
通学することができる

評価対象年度  平成 21年度

771312
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

遠距離通学支援事業

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

補助金が交付され通学できている生徒数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

補助金が交付され通学できている児童数

150

基本シート



参加費等の事業実施のための収入説明

32

　　

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

合計合計 単独 補助単独 補助

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

通信運搬費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771312 遠距離通学支援事業

11,698 11,698 12,646 12,646 12,646 12,646

11,698 11,698 12,646 12,64612,646 12,646

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

国

県

11,698

そ の 他

一 般 財 源 11,698 12,646

補助率

12,64612,64612,646

12,64612,646 12,646

財
源
内
訳

計 11,698

国

県

地 方 債

11,698 12,646

　　

（３月）

第６回

第７回

第８回

平
成

12,646 千円

-948 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回

▲ 980

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

単位：千円

21

予 算 合 計

（３月）

年
度

　　

第２回

11,698 千円

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

■向上余地はない
（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 遠距離通学である児童生徒に対し補助を行うことで保護者負担
の軽減が図られているため
また学校統廃合により、やむを得なく遠距離通学となる場合もあ
るため市の役割として妥当である。

平成２０年度から補助の統一化を図ったため、合併時の経過措
置を廃止し、対象者を限定することとしたため

遠距離通学である児童生徒に対し補助を行うことで保護者負担
の軽減が図られているため

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771312

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

遠距離通学支援事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

遠距離通学の児童・生徒に対する経済的補助であり、現状とし
ては十分に成果が出ている。

事業を廃止することにより、保護者の負担が増加するため

平成２０年度から補助の統一化を図ったため、対象者及び補助
額の見直しを行なっているため

正職員が１人担当制で補助交付事務を行なっており、霧島市補
助交付要綱どおりに執行しているため、業務時間削減の余地は
ない。また補助交付事務は正職員以外が行なうのは難しいと考
える。

他に類似する事業がない。

削減余地がある

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

通学距離により、対象者を限定することは補助交付を行なう上
で妥当である。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

取扱要領のとおり適正な執行を行った。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

☐

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

理科、算数（数学）の備品が整っていない学
校数

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

理科教育等設備整備事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

771332
771431

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 ２・３

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
理科･算数等への理解や習熟を
高めるための備品が整う

0

20,000

20,000

5,000

5,000

0

10,000

0

20,000

10,000

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

48 4948 49

年度～）

主
な
活
動

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

小学校１９校、中学校４校の整備を行った。
　整備金額　20,000千円
　整備された備品の主なもの
　　電子てんびん、人体骨格模型、顕微鏡、大
コンパス、透明立体模型など

事業
期間

一般会計

教育費

21年度

23

会計

48

整備校数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

12,136人

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5086

学事Ｇ

771332   ,   771431

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

小学校費・中学校費

（見込）
21年度 23年度

25 23

11,752

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

11,59612,028

％

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア 児童・生徒 児童・生徒数

イ

ウ

単位
23年度

91 91

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

校

教育環境の整備

単位

理科教育振興法

（実績） （見込）

校

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位 ③ 対 　象

イ

ウ

20年度

小学校１９校、中学校６校の整備を行う予定。
　整備予定金額　5,000千円
　整備予定の備品の主なもの
　　三球儀、光源装置など

 ① 手　段　（事務事業の概要）

小･中学校の理科及び算数・数学の授業で使用する備品（例えば、顕微鏡、大三角定規等）の整備
を行う。

ア 23

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

92 92

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

適切な教育環境で教育が受けら
れる。(教育環境が整う）

教材備品等の充足率

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

理科教育振興法（昭和４７年）による国庫補助
制度を活用し、小･中学校の理科等の備品の
整備を積極的に進めてきた。

子どもたちの理科離れを危惧する声が高まっている。

特になし。学校関係者から、学習指導要領の改訂にそっ
た備品整備の要望がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

20,000 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

20,000 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

1/2 1/2

20,000 5,000

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 20,000

国

県

地 方 債

2,5002,500 2,500

2,50010,000 10,000 2,500 2,500 2,500

5,0005,000 5,000

国

県

10,000

そ の 他

一 般 財 源 10,000 2,500

補助率

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

5,0005,000 5,00020,000 20,000 5,000

20,000 20,000 5,000 5,000 5,000 5,000

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771332･771431 理科教育等設備整備事業

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

すべての学校に公平に呼びかけているため。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

学校別の充足率をもとに重点配備校を選定するなど、さらに事業の有効性を高めて
いく必要がある。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

合併前からの当該事業適用の有無により、地区･学校ごとに整
備状況等に大きな差があるため。

理数教育を通じて、科学的な知識、技能及び態度を習得させる
ことが困難になり、工夫創造の能力が養われず、結果として日
常生活を合理的に営み、わが国の発展に貢献しうる有為な国
民が育成されにくくなるため。

各地区・学校間の整備率の差が大きく、平均化を図る必要があ
るため。

既に効率的に事務が執られているため。

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771332･771431

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

理科教育等設備整備事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
市内の全ての小学校・中学校に等しく整備を行うためには市が
関わる必要があるため。

理科教育振興法及び同施行令の規定通りであるため。

理科･算数（数学）に要する教育設備の充実を図り、科学に親し
む児童･生徒の育成を目的とするものであるため。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
新学習指導要領にそった備品の整備を進め，適切な教育環境を整える。
国の理科教育等設備整備補助金を活用し、充足率の低い学校を重点配備校に設定
し，計画的に理科備品を購入していく。

国の理科教育等設備整備補助金を活用し、計画的に備品を
購入することで、適切な教育環境が整う。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

使用禁止措置をとっている遊具の数

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

学校遊具施設点検修繕事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

保健体育課

担 当 部

評価対象年度  平成 21年度

772414
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 7

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア 遊具を安全に利用できる

4,241

4,241

-256 

4,244

0

0

4,500

1,600

1,600

0

0

 一般財源

 国庫補助金

20年度
単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

一般会計

教育費

1828 23

事業
期間

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

35

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

12,136人

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

学校保健体育費

20

（実績）

38

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5098

給食保健体育グループ

関連計画

22年度

各学校の遊具の設置は古いものが多く、老朽化し危険な状況のものから順次改修又は新設を行う
事業である。 修理箇所の把握及び修繕

予
算
科
目

保健体育費 ）

年度～）

目

会計

33

（見込）
22年度21年度

（見込）

30 35

15 17

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

11,59612,028 11,752

組

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア 児童・生徒 児童・生徒数

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

772414

 ① 手　段　（事務事業の概要）

23年度

96 96

21年度
（見込）

22年度

単位

件

教育環境の整備

単位

学校保健安全法

（実績） （見込）
21年度 23年度

件

 ③ 対 　象

イ

ウ

修繕を実施した小中学校の数

20年度

ア 47

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

20年度

前年同様

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

91修繕実施遊具数

23年度
（見込）

適切な教育環境で教育が受けら
れる（教育環境整備が整う）

十分な環境が整っている学校の割合

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

100 100

（決算） （予算）

（見込）

21年度 22年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

％

（実績） （実績）

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

遊具施設は設置年数が長く、合併時から修理・
改修を開始した。

年を経るたびに改修と修理が増加している。

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

4,244 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

4,500 千円

-256 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 4,241

国

県

地 方 債

2,0001,600 2,000

2,000 2,000

国

県

4,241

そ の 他

一 般 財 源 4,241 1,600

補助率

1,6004,241 1,600

合併特例債

辺 地 債

過 疎 債

4,241 4,241 1,600 2,0001,600 2,000

2,0004,241 4,241 1,600 1,600 2,000

事務事業
コード

事　務
事業名

772414 学校遊具施設点検修繕事業

10 交 際 費

9 旅 費

担 当 部 教育部

担 当 課 保健体育課

修 繕 料

広 告 料

手 数 料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

12 役 務 費

通信運搬費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8 報 償 費

11

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

2,0004,241 4,241 1,600 1,600 2,000

参加費等の事業実施のための収入説明

▲ 256

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐ 現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

D
公
平
性
評
価

使用禁止措置をとっている遊具は、年次計画を作成し、大規模修繕あるいは代替
品の設置などの区分を明確にして、予算要求をしていく必要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

受益者は市内の児童生徒であり、受益の機会は公平・公正であ
る。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

使用禁止としている遊具を減らすことで、本事業の成果を高め
ていくことは可能である。

遊具等の老朽化に対応できなくなり、その結果、安心安全な遊
具を児童生徒に提供できなくなる。

事業費が限られており、修理できない遊具は使用禁止にしてい
る状況である。

職員は修繕の発注及び支払い業務を行っているだけであり、現
場確認はほとんど学校にお願いしている。

削減余地がある

影響がない

教育部
保健体育課

担 当 部
担 当 課

☐見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

772414

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

学校遊具施設点検修繕事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

学校での事故等を未然に防ぐ為にも妥当である。

児童・生徒すべてを対象として、遊具の安全利用を意図として
おり適切である。

施設遊具を修理・改修することにより、適切な教育環境の確保
に結びつく。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
学校遊具の安全点検研修会を開催し、事故の未然防止に努める。年次計画に基づく遊具の修繕を行い、一校一運動の手段を

確保する。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

要再検査箇所数

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

評価対象年度  平成 21年度

772410
事　務
事業名 保健体育課

担 当 部
学校環境検査事業

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

10

項 7

2,838

0

0

0

3,311

 その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

3,245

3,245

0

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

イ

 支出合計

環境ホルモン等に影響されず、か
つ、安全な水を利用できる

（２）事業費

予
算
額

57 6

3,311

2,838

 一般財源

 国庫補助金

0

年度～）

主
な
活
動

21年度

53

12,136

0

33
事業
期間

一般会計

教育費

会計

（実績）

772410

20年度

環境検査を行う学校数

（誰、何を
 対象にしているのか）

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

学校保健体育費

教育環境の整備

単位

学校保健安全法
4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

事務事業概要と同じ

予
算
科
目

保健体育費 ）

校

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5098

給食保健体育グループ

（見込）
21年度 23年度

55 55

（実績） （見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

12,028

23年度

11,752 11,596

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア

ア 児童、生徒 児童、生徒数

イ

ウ

％

イ

箇所

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位
23年度
（見込）

22年度20年度

（見込）

96 96

21年度
（実績） （実績）

単位

前年度と同様

各小・中学校・幼稚園等施設のより良い環境のもとで教育を受けることができるように、水質検査(水
道水・プール水)・室内空気等環境検査（ダニアレルゲン・ホルムアルデヒド・トルエン）を学校薬剤師
の指導のもと実施する。
また、必要に応じ再検査を実施し、不適合箇所の改善に向け、修繕を行ったり指導を行ったりする。

ア

23年度
（見込）

人

22年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（見込）
22年度

（実績）
 ③ 対 　象

20年度
 ④ 対象指標

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

イ

ウ

54

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

100 100
適切な教育環境で教育が受けら
れる。(教育環境が整う）

十分な環境が整っている学校の割合

（見込）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

園児・児童・生徒の通う施設の環境整備を行う
為、当時の学校保健法に基づいて、実施する
ことが義務づけられた。

特になし

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

3,311 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

3,311 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

　　

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 3,245

国

県

地 方 債

2,8382,838 2,838

2,838 2,838 2,838

県

3,245

そ の 他

一 般 財 源 3,245 2,838

補助率
国

3,245 2,838

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

2,8382,838 2,8383,245 3,245 2,838

2,8382,838 2,8383,245 3,245 2,838

3,245 3,245 2,838 2,838 2,838 2,838

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 保健体育課
772410 学校環境検査事業

8 報 償 費

11 需 用 費

10 交 際 費

9

1 報 酬

2 給 料

12 役 務 費

通信運搬費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

修 繕 料

7 賃 金

旅 費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 合計補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

単独 補助単独

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

学校環境衛生の整備（教室の空気環境、プール水質検査、水
道水質検査等）は、市内全学校を適切な環境水準に整備する
ことであり、全児童生徒へ公平・公正な受益となっている。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

学校の換気の励行等による日常からの環境衛生への積極的な取り組みにより、学
校側の環境への知識の習得、意識向上をさらに図る必要がある。また、学校薬剤師
とも連携し、効果的な検査を実施することも重要である。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

再検査発生件数を皆無とするまで向上余地はある。

学校教育を実施する中で､適切な環境検査を実施しないこと
は、児童生徒の健康被害及び健康な体力づくりに障害を生ず
る可能性がある。

検査の発注、支払い事務のみの業務内容であり、削減の検討
余地がない。

削減余地がある

対象を見直す必要がある

教育部
保健体育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

772410

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

学校環境検査事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
学校保健安全法に基づき学校環境整備を図る義務が市にはあ
り、この事業を実施することは妥当である。

すべての児童、生徒を対象に、環境ホルモンから身も守ること
等を意図として実施しており適切である。

児童生徒が安全で快適に学校生活を送れる環境を提供するこ
とは、適切な教育環境の確保に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

再検査発生件数の抑制に努めるため、普段から換気を徹底するなど、学校職員の意識
高揚を図る。

水質検査・室内空気等環境検査（ダニアレルゲン・ホルムア
ルデヒド・トルエン）を学校薬剤師の指導のもと実施することに
より、学校の適切な教育環境を保つことができる。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容

現在の仕様は必要最低限での実施であり､より良く十分に事業
を実施するためには、事業費も不足の状態である。

評価シート ＜一般用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

補助を受けた園児の数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

園児１人あたりの平均負担軽減額（年額）

1,598

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

私立幼稚園就園奨励費（市単独）

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

771511
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 5

 その他

イ

 当初予算額

補正及び流用

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
所得に関わらず幼稚園教育を受
けさせることができる

-1,801 

23,028

24,829

22,969

22,969

0

0

0

22,994

22,994

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

11,949

1,708 1,598

15,00014,407 15,000

1,698

100 100100 100

年度～）

主
な
活
動

1

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

市単独分約１７００人分の補助を私立幼稚園１
８園に対して交付した。

事業
期間

一般会計

教育費

21年度

18

会計

H18

補助金を交付した私立幼稚園の数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

1,708人

6

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

幼稚園費

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 42-1111

5086

学事Ｇ

771511

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

幼稚園費

（見込）
21年度 23年度

17 17

1,598

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

1,5981,698

％

イ

％

人

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

所得に関わらず幼稚園教育を受
けさせることができる

ア 私立幼稚園の園児 私立幼稚園に通う園児の数

補助を受けた園児の割合

イ
所得に関わらず幼稚園教育を受
けさせることができる

ウ

単位
23年度

87.3 86.0

21年度
（見込）

22年度20年度
（見込）

園

幼稚園教育の推進

単位

市単独私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

（実績） （見込）

円

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位 ③ 対 　象

イ

ウ

20年度

市単独分約１６００人分の補助を私立幼稚園１
７園に対して交付予定。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

　私立幼稚園に就園する園児の保護者の市民税の額に応じて補助金を私立幼稚園に交付する事
業。
　私立幼稚園に就園した園児の保護者は、毎年、課税証明並びに申請書を幼稚園に提出し、園は
それをとりまとめて市に提出する。市は市民税の額に応じて補助金額を確定し、幼稚園に対して補
助金を交付する。
　補助金額は次の通り。
　　　生活保護世帯　31,000円
　　　市民税非課税世帯　31,000円
　　　市民税所得割非課税世帯　17,800円
　　　その他の世帯　14,000円

ア 18

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

87.0 89.0

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

基本的なしつけや集団行動が身
に付く

基本的なしつけや集団行動が身に付いた園
児の割合

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

旧国分市・隼人町において幼稚園協会からの
強い要請があったことから市単独での補助を開
始した。

私立幼稚園に通う園児の数は多く、子どもの数が減
少する中ではあるが、定数増を計画する幼稚園もある
ことから希望者は増えていると思われる。保育料に関
しては、ほとんど変化はないが、公立幼稚園4700円/
月と比べると平均で25400円/月と高い水準にある。

特になし。私立幼稚園に通う園児の保護者からは、補助
金の増額を希望する声がある。また、入園料の
補助もしてもらいたいという陳情が出されてい
る。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

23,028 千円

第１回 ▲ 3,154

　　

第３回

第４回

第５回

平
成

24,829 千円

-1,801 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

22,994 22,969

　　

第６回

第７回

流　用

財
源
内
訳

計 22,994

国

県

地 方 債

23,00022,969 23,000

23,00022,969 23,000

国

県

22,994

そ の 他

一 般 財 源 22,994 22,969

補助率

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

23,00022,969 23,00022,994 22,994 22,969

23,00022,969 23,00022,994 22,994 22,969

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771511 私立幼稚園就園奨励費（市単独）

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

（12月）

参加費等の事業実施のための収入説明

1,353

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

■向上余地はない
（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

■他に手段がある
■統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
☐削減余地がない

■削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
■
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

☐他に手段がない

☐

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

幼児教育を希望する全ての世帯が、所得状況に応じた補助を
受けることができるよう補助単価を設定するため。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

国が行なっている「幼稚園就園奨励費」補助金と市単独の当該事業は、両方とも所
得水準に基づいているため事務として共通する部分が多い。対象を統一する、申請
書のシステム化等により事務処理時間の削減は可能。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

所得に関わらず幼稚園教育を受けることができるようにするもの
であり、成果の向上余地としてはない。

低所得世帯への補助を行う国庫補助が別途あることから、本事
業を廃止したとしても幼稚園教育を受ける機会がなくなるという
ことは考えにくいが、経済的負担は増えることになるため。

事業の性格が補助金の交付であり、事業費を削減することは即
成果のダウンへ繋がるため削減できない。

国が行なっている「幼稚園就園奨励費」補助金と市単独の当該
事業は、両方とも所得水準に基づいているため事務として共通
する部分が多い。対象を統一する、申請書のシステム化等によ
り事務処理時間の削減は可能。

幼稚園就園奨励費補助金国庫補助

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771511

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

私立幼稚園就園奨励費（市単独）

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
就学前教育（健康な体、人との関わり方、規範意識、言葉や表
現などを育む幼児教育）が生涯にわたる人格形成の基礎となる
ことから、就園の援助をすることは妥当である。

私立幼稚園に通う園児の保護者全てを対象とし、幼稚園教育
に係る負担軽減を図ることにより幼稚園教育を奨励し、幼稚園
教育を受けさせる保護者の子育てを支援するため。

経済的格差によらない教育の機会均等を目指す事業であり、多
くの園児に集団行動の大切さを学ぶ機会を与えているため。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
対象を統一する、申請書のシステム化等により事務処理時間の削減は可能であるので、
検討する。

国が行なっている「幼稚園就園奨励費」補助金と市単独の当
該事業は、両方とも所得水準に基づいているため事務として
共通する部分が多い。対象を統一する、申請書のシステム化
等により事務処理時間の削減は可能。

評価シート ＜一般用＞



＜補助金・負担金用＞ 様式２

☐

■ H

☐ ～

☐団体の運営支援 ■団体の活動支援 ☐イベント等の補助 ☐協議会等負担金

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

補助金の対象経費霧島市私立幼稚園協会 子育て支援活動に係る経費（講師謝金、会場費等）

（見込）

59

（見込）

60

幼稚園教育の充実を図るために、私立幼稚園協会が行う教職員研修や子育て支援に係る事業に対して補助を行う。（平成２２年度から成果指標を見直
す。）

（見込）

53

23年度

504

23年度
（見込）

1,049

単位
（実績） （実績）

87.3 89.0

（実績）

6

20年度 21年度

65

23年度
（見込）

22年度

人

期間限定複数年度（

単年度のみ

18 年度～）

育み磨きあうまちづくり

6

一般会計

ア

4

1

6

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

施策名

項

771512

86.0％ 87.0

（見込）

504500

22年度

時間

49

22年度

46

（実績）

488

（見込）
21年度

イ 園児の数

（誰、何を
 対象にしているのか）

単位

園児

ア 教諭の数

1,0491,053

単位

％ 未把握

20年度

人

122122

（実績）

127

（見込）

（対象を
　    　どうしたいのか）

未把握

園

（実績）

未把握

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

幼稚園教諭

21年度

6

22年度

6

根拠法令・
条例等

幼稚園費

コード

）

単年度繰返 （開始年度

5

単位

 ① 手　段　（事務事業の概要）

予
算
科
目

（実績）

目

幼稚園費

1

事業
期間

補助金
負担金別

ア 指導力を向上させる

研究会や研修会の参加人数

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

 ⑤ 意　 図

研修会に参加した教諭の割合

（２）事業費

2,052

 補正予算額
予
算
額

 県支出金

 予算合計

21年度 22年度

（予算）（決算）

 ⑧ 上位成果指標

ア

 ⑦ 結 　果

子育て相談活動を実施した幼稚園の数

補助金・負担金の交付先

 ③ 対 　象

イ

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

評価対象年度  平成 21年度

会計

 その他

1,425 当初予算額 2,052

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

10

基本事業名

771512

款 教育費

事　務
事業名

幼稚園教育の推進 5086

電 話 番 号

内 線 番 号

学事Ｇ

担 当 課

グ ル ー プ

学校教育の充実

幼稚園教育研究事業

42-1111

教育部

学校教育課

担 当 部

①
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

1,425

イ

基本的なしつけや集団行動が身についた園
児の割合

（どんな結果に
     結び付けるのか）

基本的なしつけや集団行動が身
につく

子育て相談の実施延べ時間

ウ

③
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

幼稚園が地域の幼児教育センターとしての役
割を求められるようになっている。

平成１８年度の合併をきっかけに、本市の幼稚
園教育の充実のために始まった。

この事務事業に対する議会から出された
意見

新幼稚園教育要領の実施により、幼稚園と小学校と
の連携が一層重視されるようになった。

②
事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

④

（実績）
23年度20年度

人

1,042

特になし。

20年度 21年度

単位：千円

決
算
額

 国庫補助金

 支出合計

 一般財源

 地方債

2,052

基本シート



■運営支援・活動支援・イベントの補助等の状況

■負担金の状況

＜補正予算内訳＞

単位：千円

単位：千円

補助金負担金合計 1,425

自主財源

5 負担金額

4 負担金額

3 負担金額

1

2 負担金額

負担金額

負担金の支払先

（決算） （計画） （予定） 全国 九州 県 その他
団  体 名・ 協 議 会 名

平成21年度 平成22年度 平成23年度

■平成21年度予算の状況

当初予算 2,052

計

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

2,052補助金負担金合計 補助金負担金合計 1,425

自主財源率自主財源率

合計 合計

自主財源率

隼人 福山 合計

補助金 補助金

自主財源
9

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

自主財源

自主財源率

補助金

霧島 隼人 福山 合計 合計 合計牧園

自主財源 自主財源

補助金

自主財源率

4

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川

自主財源率 自主財源率

合計隼人 福山 合計

自主財源 自主財源

補助金 補助金

自主財源率 自主財源率 自主財源率

福山 合計

3

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771512 幼稚園教育研究事業

自主財源 自主財源

補助金 補助金補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

霧島溝辺 横川 牧園国分
1

2
隼人対象

地区

全市

21%

平成23年度

福山隼人

　（予定）

1,425

375

1,800 合計 1,800

平成22年度

　（予定）

補助金 1,425

自主財源 375

自主財源

合計

自主財源率 36% 自主財源率 21%

合計 合計

合計

自主財源 自主財源

自主財源

合計

自主財源率 自主財源率

自主財源 自主財源

第１回 　　 第４回

第２回

　　 第７回 　　

補正予算 　　 第５回 　　 第８回 　　

自主財源合計 1,148

自主財源率 36%

合　　　計 第６回 　　2,052 第３回

自主財源合計 375 自主財源合計 375

自主財源率 21% 自主財源率 21%

平成21年度

（決算）
 

霧島市私立幼稚園協会

団  体 名・ 協 議 会 名

2,052

1,148

補助金

自主財源

合計 3,200

補助金

自主財源

合計

自主財源率

霧島

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 合計 合計
5

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 隼人 福山

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

自主財源率

隼人

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 合計
6

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 福山

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

合計

自主財源率 自主財源率 自主財源率

7

補助金 補助金 補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人 福山 合計 合計

自主財源率

8

補助金 補助金 補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人 福山 合計 合計

自主財源率 自主財源率 自主財源率

全市対象
地区

合計

単位：千円

交付シート　＜補助金・負担金用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ☐適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
☐削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
☐公平・公正である

■見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
■
☐
■
☐
■
☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・なぜ市が補助又は負担しなければならない
のか？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

事　務
事業名

事務事業
コード

771512

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

幼稚園教育研究事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

公共関与の妥当性
平成１９年の学校教育法の改正により、幼稚園は学校としての
位置づけが明確になった。学校教育のスタートが幼稚園である
ことが明確になったため妥当である。

教職員研修は各幼稚園や私立幼稚園協会に任せる。

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

幼稚園教諭の資質を高めることで、園児に基本的生活習慣を
身につけさせることができるので結びついている。

結びついている　

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

本事業は幼稚園教育の充実に大きく寄与するものであり、子育
て相談活動を行う幼稚園を増やすなどして成果を向上させるこ
とができる。

幼稚園教育の充実に大きく寄与するものであり、廃止された場
合、子育てに不安をもつ保護者が相談する場を失い、就園でき
なくなる恐れがある。

教職員研修は各幼稚園や私立幼稚園協会に任せる。

職員は補助金交付事務に携わっているだけであり、削減余地は
ない。

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

［有効性④の結果］

休止　　　 　　

削減余地がある■

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・交付先に働きかけて、市の負担を削減する
ことができないか？

B
 
有
効
性
評
価

・他に同様の補助金又は負担金はないか？
・統廃合や連携することができないか？

・補助金又は負担金の交付を廃止又は休止
した場合にどのような影響があるか？

全私立幼稚園で実施されていない。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

D
公
平
性
評
価

幼児教育を担う幼稚園が子育て相談等を実施し、「地域の幼児教育センター」とし
ての役割を求められるようになっている。教職員研修については各々の幼稚園や私
立幼稚園協会にお願いし、子育て支援事業の拡充を図っていくことが必要である。

廃止　　　 　　

対象・意図の妥当性

［有効性⑤の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・補助金又は負担金が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

■対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
限られた予算の中で、子育て相談活動の拡充や実施する幼
稚園を増やすように働きかける。

「地域の幼児教育センター」として、幼児教育を担う幼稚園が子育て相談等を実施する。
実施する幼稚園を増やすなど、子育て支援事業の拡充を図っていく。
各幼稚園での研修会の充実や幼・保・小連携研修会等の開催を推進する。

評価シート ＜補助金・負担金用＞



＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

不具合のある施設箇所数

 

国分中央高校

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

国分中央高校施設整備事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

評価対象年度  平成 21年度

778410
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 4

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
安心安全に教育を受けることがで
きる

24,459

28,513

4,054

5,550

5,210

340

0

19,300

0

28,513

9,213

0

 一般財源

 国庫補助金

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

6

  

1513 15

 

年代～）

主
な
活
動

4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

・第3グラウンド防球フェンス設置工事
・校舎他耐震診断業務委託
・校舎等耐震補強計画業務委託　　　　　　　　・
体育センタ－屋根改修工事　　　　　　　　　　・
漏水箇所修繕

事業
期間

一般会計

教育費

21年度

6

会計

30

国分中央高校の修繕を行った件数

（誰、何を
 対象にしているのか） （実績）

）

906人

7

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

高等学校施設整備費

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 46-1535

管理グループ

778410

20年度

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

22年度

予
算
科
目

高等学校費

（見込）
21年度 23年度

15 15

905

（見込）
22年度

23年度
（見込）

20年度 21年度 22年度
（実績） （見込）（実績）

23年度
（見込）

879900

％

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア 国分中央高校の生徒 国分中央高校の生徒数

イ

ウ

単位
23年度

 

85.0 96.2

21年度
（見込）

22年度20年度

 

（見込）

件

高等学校教育の推進

単位

建築物の耐震改修の促進に関する法律

（実績） （見込）

箇所

（対象を
　    　どうしたいのか）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位 ③ 対 　象

イ

ウ

20年度

・小畑農場側溝敷設工事　　　　　　　　　　　　・
校舎等耐震補強実施設計
・簡易専用水道の改善等

 ① 手　段　（事務事業の概要）

平成７年に建築の耐震改修の促進に関する法律が施行され、昭和５６年度以前(建築基準法の見
直し)に建設された校舎等の耐震力を診断した。その診断結果により、５棟(７箇所)の校舎等が耐震
化を行う必要があると判定された。これにより、実施設計⇒補強工事を行う予定である。また、国分
中央高校の校舎や実習棟、体育館、グラウンド等の改修の必要な箇所を整備する。

ア 13

（実績）

平成21年度実績

平成22年度計画

93.0 94.0

 　 　

（実績） （実績）

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

21年度 22年度

心身ともに充実した高校生活がで
きるようになる

就職・進学率

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

高校設立当初から施設整備が行われている。 ・校舎等の耐震化事業を年次的に行う。
・経年による劣化により老朽化が進み、修繕の必要な
箇所が年々増大している。
・平成23年4月からスポーツ健康科が新設されるととも
に、既存の商業科と情報会計課がビジネス情報科に
学科再編される。

平成20年6月議会において、小・中学校の耐震対策
についての一般質問があり、そのなかで国分中央高
校の耐震対策についても質問があった。

教職員や生徒から、体育館が狭くて使いづら
い、グランドの水はけが悪く、改善して欲しいと
の意見がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

基本シート



単位：千円

21

予 算 合 計

（３月）

年
度

　　

第２回

28,513 千円

第１回

3,700

　　

第３回

第４回

（８月）

（６月） 第５回

平
成

4,054 千円

24,459 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 21 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

28,513 1,140 4,160

　　

　　

第６回

第７回

第８回

20,759

財
源
内
訳

計 4,054 24,459

国

県

地 方 債

21,250160 1,300 20,500 750

1,4711,20019,300 19,300 1,200

15,621

13,400

54,7005,300

1,471

70,321

2,800 2,800 34,200

国

県

4,054 5,159

そ の 他

一 般 財 源 9,213 1,140

補助率

47,600

47,600

過 疎 債

合併特例債

辺 地 債

70,321

2,800 2,800 34,200 13,400

4,160 5,300 54,700 15,6214,054 24,459 28,513 1,140

50,00050,0003,224 14,967 18,191

20,321

 

4,160 4,160 4,700 15,62130 9,492 9,522

800 800 1,140  1,140

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 国分中央高校
778410 国分中央高校施設整備事業

11 需 用 費

14 使用料及び賃借料

印刷製本費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

10 交 際 費

9 旅 費

7 賃 金

8 報 償 費

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

計

平成21年度　（決算）

単独 補助 合計 単独 補助 合計 単独 補助 合計

平成22年度　（当初予算） 平成23年度　（見込）

800 800 1,140 1,140

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

財務シート ＜一般用＞



２　評価の部　＜SEE＞

①
■

② 　
■妥当である

③ ■適切である

☐
④ 　

☐向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤ 　
■影響がある

⑥

☐他に手段がある

☐統合できない ☐連携できない

☐統合できる ☐連携できる

⑦ 　
■削減余地がない

⑧  　
■削減余地がない

☐削減余地がある

⑨  　
■公平・公正である

☐見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐見直す必要がある　

■他に手段がない

■

☐対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時間
を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

国分中央高校の生徒・教職員等の限定した事業のため、受益
の機会は公平といえる。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

・２３年度からのスポ－ツ健康科(新設学科)を充実させるために、施設の整備を進め
る。
・その他施設については、計画的に整備がされたが、校舎等施設の老朽化が激し
いため大規模な改修工事を必要とすることなど、優先順位をつけて年次的に整備し
ていく必要がある。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 
効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 
有
効
性
評
価

☐影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐見直す必要がある　

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

不具合箇所を年次的に改善していくことによって、この事業の
成果を向上させることができる。

国分中央高校の生徒が安心安全に教育を受けることが出来な
くなる。

適正な競争入札を実施しているため、削減は期待できない。

契約及び支払い処理等の事務については、必要最低限度の勤
務時間の中で職員が対応する予定であり、これ以上の削減は
期待できない。

削減余地がある

教育部
国分中央高校

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

778410

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 
目
的
妥
当
性
評
価

国分中央高校施設整備事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
霧島市立高校であり、その学校教育については、霧島市が行う
義務がある。

国分中央高校の生徒が安心安全に教育を受けることができるた
めの事業であり、対象意図とも妥当である。

安心安全に教育を受けることができるようになることで、心身とも
に充実した高校生活が送れるようになり、就職・進学率の向上に
つながる。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※ （１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成22年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成23年度に取り組むべき具体的な内容
・2号棟・4号棟・体育館の耐震化事業として、補強工事を行う。
・校舎の改築実施設計を行う。
・第３グラウンドの整備を図るため、実施設計・改修工事を行う。
・小畑農場の舗装工事を行う。

・耐震化事業として、耐震診断⇒補強計画が済み、実施設計
を行う。これにより、補強工事に進むことができる。
・受水槽・高架水槽の補修、修繕を行う。
↓
安心・安全な教育環境が整備され、心身ともに充実した高校
生活が送れ、就職・進学率の向上に結びつく。

評価シート ＜一般用＞
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